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1. はじめに 

1.1 本マニュアルについて 

本マニュアルでは、積上法による排出量算定支援ツール（市区町村用）の操作方法を説明

します。また、あわせて排出量の推計方法の概要や必要なデータの解説を掲載しています。 

 

1.2 積上法による排出量算定支援ツールについて 

地方公共団体における施策の計画的な推進のための手引き（以下、「手引き」という）の別

冊（平成 26 年 2 月 環境省）では、地域のエネルギー起源 CO2 排出量の推計方法として按

分法と積上法の 2 種類が示されています。積上法による排出量算定支援ツール（以下、「本

ツール」という）は、このうち積上法による排出量推計を行うツールで、都道府県用と市区

町村用があります。 

エネルギー起源 CO2の部門別温室効果ガス排出量の推計方法のうち、本ツールの対象とす

る積上法は次表のとおりです。 

 

表 1-1 部門別温室効果ガス排出量の推計方法（太枠がツール化対象） 

部門 按分法 積上法 

簡易型 標準型 標準型 詳細型 

産業部門 製造業 ○ ○ ○ ○ 

建設業 ○   ※1 

農業 ○   ※1 

民生家庭部門 ○ ○ ○  

民生業務部門 ○ ○ ○ ※1 

運輸部門 自動車 ○ ○ ※2  

鉄道 ○ ○   

船舶（国内のみ） ○ ○   

航空（国内のみ）   ○※3 ○※3 

※1：産業部門製造業以外の建設業、農業、民生業務部門では詳細型で用いる特定事業所排出量の

自治体排出量に占めるカバー率が小さく推計精度が低いことから、本ツールの対象外として

います。 

※2：運輸部門自動車の積上法について、手引きでは国立環境研究所で公表されている「市区町村

別自動車交通 CO2 排出テーブル」（平成 17 年度、平成 11 年度の道路交通センサス起終点

調査を使用。）のデータをそのまま使用する方法が示されています。 

また、平成 22 年度道路交通センサス起終点調査を使用して推計した「平成 22 年度 市区町

村別自動車交通 CO2 排出量」（※「市区町村別自動車交通 CO2 排出テーブル」と異なり、

出発地ベースで集計。）を環境省 HP

（http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/tools_3.html#title_3）に掲載して

おり、こちらもデータをそのまま使用可能です。 

このため、本ツールでは推計用ファイルはなく、総括用ファイルに該当値を入力することと

します。 

※3：都道府県用のみ対象です。 
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本ツール（市区町村用）は、部門別に推計した排出量を入力集計する総括用ファイルと、

部門別の推計用ファイルに分かれます。排出量を推計する部門によって採用する推計方法が

異なる場合もあることから、総括用ファイルは推計結果の転記のみを行い、積上法以外の方

法による推計結果もあわせて集計できるようになっています。 

各ファイルの構成は以下の通りです。 

 
図 1-1 本ツール（市区町村用）のファイル構成 

 

1.3 利用環境 

本ツールの利用にあたっては以下の環境を推奨します。 

Microsoft Excel 2000, 2002, 2003, 2007, 2010, 2013 

Microsoft Office 2000, XP, 2003, 2007, 2010, 2013 版 Excel 

※各種バージョンの最新のサービスパックを適用してください。 

 

1.4 利用上の注意事項 

 セキュリティ警告の表示について 1)

お使いのパソコンの設定によってはセキュリティの警告が表示される場合があります。こ

の場合、以下の方法でマクロを有効にすることで使用できるようになります。 

 

＜Excel 2000、2003 の場合＞ 

Excel の出荷時の設定でマクロに対する設定レベルが「高」になっています。このままで

はマクロ機能を使うことができないため、本ツールが使用できません。使用に際しては、以

下１～４の操作を行ってください。 

１． Excel を起動する。 

２． Excel メニューの[ツール] をクリックし、[オプション] をクリックします。 

３． [セキュリティ] タブをクリックし、[マクロ セキュリティ] をクリックします。 

４． ダイアログから「セキュリティレベル」内の[中 コンピュータに損害を与える可能

性があるマクロを実行する前に警告します。] をクリックし、ＯＫボタンをクリッ

クします。 

上記の操作後に、本ツールを起動すると「セキュリティの警告」メッセージが表示されま

総括用ファイル 

製造業（産業部門） 

民生家庭部門 

民生業務部門 

積上法の推計用ファイル 

按分法や独自の方法で算

出した結果も入力可 
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す。【マクロを有効にする】ボタンをクリックしてください。 

 

＜Excel 2007 の場合＞ 

画面左上に表示される【オプション】をクリックすると、Microsoft Office セキュリティ

オプションの画面が表示されるので、「このコンテンツを有効にする」にチェックをいれてＯ

Ｋボタンをクリックしてください。 

 

＜Excel 2010、2013 の場合＞ 

画面左上に表示される【コンテンツの有効化】ボタンをクリックしてください。 

 
 

 ツールの入力について 2)

本ツールは、関数やマクロを使用しているため、「シート保護」が設定されています。デー

タの入力やレイアウトを変更する機能（行や列の追加・削除）等に制限がかけられています。 

 

＜入力方法＞ 

入力セルは、背景が黄色で表示されています。入力セルにのみ、データを直接入力するこ

とができます。それに対し、背景が水色のセルは、計算セルで、入力セルに入力したデータ

をもとに算出した結果が表示されます。 

 

 

選択肢から単一選択をする場合は、回答欄のいずれかにカーソルを合わせ、該当するラジ

オボタンをクリックしてください。 

 

 

FALSE

2 TRUE

※県庁所在地であるかどうかを選択してください。
　 県庁所在地である場合には、都市ガス消費量の振り替えは不要です。

１．県庁所在地ではない

２．県庁所在地である

入力セル 計算セル 

クリック 

クリック 
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 ツールの印刷について 3)

 本ツールのシートは通常の印刷が可能ですが、以下の条件で印刷プレビューを行った場合、

それ以降、ラジオボタンの表示がずれて不具合を起こすことがあります。 

＜ラジオボタンの表示が不具合となる条件＞ 

ラジオボタンを含むシート（「使用するデータ」シートや、「入力」シート）が２枚目以降に

なるように複数シートを選択し、印刷プレビューした場合 

このような操作は行わないでください。複数シートを選択して印刷プレビューを行う場合は、

ファイルを保存した上で操作し、上書き保存を行わないでください。 

  

4 

 
 



1.5 用語集 

本マニュアルで使用する用語を以下に示します。 

用語 定義 

手引き（別冊） 地方公共団体における施策の計画的な推進のための手引き 

（別冊１）温室効果ガス排出量の現況推計・将来推計及び削減

目標設定に関する資料集（平成 26 年 2 月 環境省） 

策定マニュアル簡易版 地球温暖化対策地方公共団体実行計画（区域施策編） 

策定マニュアル（第 1 版） 簡易版（平成 22 年８月 環境省） 

積上法 手引き（別冊）で示されている部門別温室効果ガス排出量の推

計方法。按分法に比較して、より地域性を考慮した推計方法で

ある。 

按分法 手引き（別冊）で示されている部門別温室効果ガス排出量の推

計方法。積上法に比較して、簡易な推計方法である。 

特定事業所 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度で事業所ごとの排出

量の報告義務がある一定規模以上の事業所。エネルギー起源

CO2 の報告では、エネルギー使用量が原油換算で 1,500kl/年

以上である事業所（省エネ法のエネルギー管理指定工場等）。 

自治体排出量カルテ 環境省が公表する自治体ごとの特定事業所排出量や策定マニュ

アル簡易版に基づく排出量を集計、掲載した資料。都道府県、

政令指定都市、中核市、特例市ごとの特定事業所排出量の集計

結果が掲載されている。 
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2. 総括用ファイル 

2.1 概要 

総括用ファイルは各部門における排出量の取りまとめを行うためのファイルです。 

本ツールには推計した積上法の結果だけでなく、按分法や独自の方法で推計した結果を入

力することも可能です。また、経年の結果も入力することができ、年度ごとの CO2 排出量を

入力すると、自動で経年変化のグラフを表示します。さらに、特定年度を選択して部門ごと

の構成比を表示することもできます。 

 

2.2 「説明」シート 

環境省 HP では、策定マニュアル簡易版に基づく推計結果や支援ツール等を公表していま

す。説明シートの下表は推計手法ごとの推計結果や支援ツール等の公表先をまとめたもので

す。 

 

表 2-1 推計手法ごとの推計結果や支援ツール等の公表先 

 
※この他、対象部門には「工業プロセス」、「農業」、「代替フロン等３ガス」が含まれますが、

これらの部門の推計結果や支援ツールは公表されていないため、自ら推計した結果を総括シ

ートに直接入力してください。 
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2.3 「総括」シート 

総括シートに年度を入力してください。その上で各部門における CO2排出量を入力します。

各部門の CO2排出量を推計した方法も、あわせて推計手法の列に記載してください。 

以下に入力例を示します。 

 

＜按分法による推計値を入力する場合＞ 

環境省では簡易版マニュアルに基づき、全市区町村の部門別 CO2 排出量の現況推計値を算

出し、環境省 HP（http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/tools_3.html）に

て公表しています。この結果の自自治体の CO2排出量を入力した場合は、推計手法の列に「按

分法簡易型」と記してください。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 環境省 HP で公開されている按分法簡易版の現況推計結果 

 

また環境省では策定マニュアル簡易版に基づく部門別 CO2 排出量を算定するための「部門

別 CO2排出量計算シート」を環境省 HP において提供しています。

（http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/tools_3.html）この支援シートを用

いて自自治体の CO2排出量を自ら算定し、入力した場合は、推計手法の列に「按分法簡易型」

と記してください。 
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図 2-2 環境省 HP で公開されている部門別 CO2 排出量計算シート 

 

＜積上法による推計値を入力する場合＞ 

本ツールを利用して推計した結果を入力した場合は、推計手法の列に「積上法標準型」（製

造業で、詳細型を選択された場合のみ「積上法詳細型」）と記してください。また、運輸部門

の自動車の推計に環境省 HP で公表している「全国市区町村自動車 CO2 表示システム」また

は「平成 22 年度 市区町村別自動車交通 CO2 排出量」を利用した場合は、「積上法標準型」

と記してください。 

 

その他、自治体独自で推計した結果を入力する場合は、推計手法の列に「独自の方法」等

と記してください。 
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図 2-3 総括シート入力例  

①推計年度を入力 

②推計手法を入力 

③CO2排出量を入力 

データを入力すると、部門ごとの小計

を計算し、自動的に経年変化のグラフ

が表示されます。 

部門ごとの構成比を表示

したい年度を入力すると、

円グラフが表示されます。 
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3. 推計用ファイルの共通ルール 

推計用ファイルのシート構成及び各シートの機能は一部の部門を除き共通しています。推

計用ファイルのシートの利用フローと主な作業は以下の通りです。 

 

※民生業務部門では 2 種類あります。また製造業は入力シート（5 種類）と推計シート（3 種類）が

分かれています。 

図 3-1 本ツール（市区町村用）の利用フロー 

 

また、推計用ファイルのシート名とシートの機能は以下の通りです。 

No シート名 機能 

1 説明 

・推計方法と推計手順についての説明を掲載しています。 

・対象部門によって複数の推計方法がある場合や、任意の補正処理があ

る場合がありますので、説明を読んでどの推計方法を選択するか、補正

処理を行うか決定してください。 

2 
使用する 

データ 

・推計に使用するデータとその出典例の一覧を掲載しています。推計方

法の選択によってどのデータが必要かを確認できます。 

・本シートには「推計対象年度」と使用するデータの「出典」、「出典

年度」等を記録します。 

・これらの情報を記録しておくことで、別の年度の推計を行う場合や、

別の担当者が閲覧するときに前回推計時に使用したデータを参照するこ

とができます。 

・また製造業（産業部門）と民生業務部門は推計方法の選択欄がありま

すので、「入力・推計」シートにデータを入力する前に、選択してくだ

さい。 

推計方法と推計手順を確認する ■1「説明」 

入力データの修正 

推計対象年度の入力、必要なデータの確認、記録を行う 

推計方法を選択する（製造業、民生業務部門のみ） 
■2「使用するデータ」 

収集したデータを入力する ■3「入力・推計」※ 

入力したデータに洩れがないか等を確認する 

 

■4「入力チェック」 

推計結果を表示する 

 

■5「推計結果」 

シート名 作業 
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No シート名 機能 

3 入力・推計 

・データの入力、及び推計を行うシートです。 

・推計に必要なデータの入力や条件選択はこのシートで行います。 

・民生業務門は 2 種類あります。 

製造業（産業部門）は入力（5 種類）と推計（3 種類）が別シートに分

かれています。 

4 
入力 

チェック 
・入力データについてチェックを行い、チェック結果を表示します。 

5 推計結果 ・CO2排出量の推計結果を入力・推計シートから転記しています。 

6 排出係数 
・入力・推計シートで用いる温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度

における単位発熱量と排出係数を掲載しています。 

 

3.1 「使用するデータ」シート 

 本シートでは推計に使用するデータとその出典例が掲載されています。排出量の推計を行

う「推計対象年度」と、使用するデータの「出典」、「出典年度」等を記録します。本シート

に記録をしなくとも「入力・推計」シート及び「推計結果」シートに推計結果に影響は出ま

せん。 

ただし製造業（産業部門）と民生業務部門は推計方法の選択欄がありますので、使用する

推計方法を選択してください。詳細は３．市区町村用ツール操作マニュアルの各部門の説明

を確認してください。 

 

「使用するデータ」シートの入力例 

 

  
 

 

 

推計対象年度を入力 

入力に用いるデ

ータの出典年度

を記録 

入力に用いる

データ名等を

記録 
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「使用するデータ」シート 推計方法の選択例（製造業の場合） 

 

 

 

3.2 「入力チェック」シート 

「入力チェック」シートでは、入力したデータについてチェックを行い、確認および修正

の必要のある箇所を、入力チェック結果一覧に表示します。入力チェック結果一覧を確認し

てデータを修正してください。データ修正後に、「入力チェック」シートに戻り、再度チェッ

クを実行してください。入力チェック結果一覧に表示されなくなれば、正しく入力ができて

いると判断します。「推計結果」シートへ進んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

使用する推計方法のラジオボタ

ンを選択します。 
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「入力チェック」シート 入力チェックの例 

 

  

「チェック」をクリック 

クリックすると、修正の必要のある箇所へ

移動するので、確認と修正を行います。 

チェック実行後、入力チェック結果一覧が

表示された場合は、修正が必要です。 

データ修正後に再度チェックを行い、

入力チェック結果一覧が表示されなけ

れば、入力チェックは終了です。 
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3.3 「推計結果」シート 

「入力・推計」シートに必要なデータを入力すると、「推計結果」シートに推計結果の一

覧が表示されます。製造業（産業部門）と民生業務部門では、「使用するデータ」シートで

選択した推計方法の結果が表示されていることを確認します。 

 

 

「推計結果」シート 製造業（産業部門） 

 
 

「推計結果」シート 民生家庭部門 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「使用するデータ」シートで選択する３種類

の方法＋特定事業所排出量使用の有無２種

類の結果が表示されます。 

14 

 
 



「推計結果」シート 民生業務部門 

 

  

「使用するデータ」シートで

選択した推計結果が表示さ

れます。 
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4. 推計用ファイル操作マニュアル 

4.1 製造業（産業部門） 

 推計方法概要 4.1.1

 製造業（産業部門）の積上法は標準型と詳細型の２種類があります。 

標準型は、全国の業種別エネルギー種別エネルギー消費原単位に自治体の製造品出荷額を

乗じてエネルギー消費量を推計します。また電力、都市ガスの製造業用販売量が得られる場

合には、これで補正します。 
詳細型は、温対法特定事業所のエネルギー起源 CO2 排出量を中分類別に集計し、全国統計

データから推計した温対法特定事業所以外の排出量（全国の温対法特定事業所以外の１事業

所あたり排出量から推計）を加算して製造業全体の排出量を推計します。温対法特定事業所

の排出量は実績値を集計するため、製造業の排出量に占める特定事業所排出量のカバー率が

大きい自治体ほど精度よく排出量を推計できます。 

なお、自自治体の温対法特定事業所のみの製造品出荷額がアンケート調査等によって得ら

れる場合は、そのデータを用いて温対法特定事業所以外の製造品出荷額を推計し、温対法特

定事業所以外の排出量を推計することも可能です。この場合、本ツールでは標準型の補正と

して推計できるようにしています。 

次表は、それぞれの推計方法を排出量の推計式で表しています。 

 

表 4-1 製造業（産業部門）の積上法の類型 

 

 エネルギー消費原単位の推計に用いる統計 1)

エネルギー消費原単位の推計に用いる全国の業種別エネルギー種別エネルギー消費量には、

石油等消費動態統計とエネルギー消費統計、または総合エネルギー統計を使用します。石油

等消費動態統計を使用する場合はエネルギー消費統計と合算して製造業全体とします。石油

等消費動態統計とエネルギー消費統計は日本標準産業分類中分類別のエネルギー消費量、総

合エネルギー統計は需給部門（最終エネルギー消費）別のエネルギー消費量を把握可能です。

推計方法 原単位の業種分類 製造業排出量の推計式

Ⅰ標準型
Ａ 中分類別

エネルギー消費原単位（エネルギー消費統計＋石油等消費動態統計）

× P

Ｂ 需給部門（最終エネルギー消費）別
エネルギー消費原単位（総合エネルギー統計）

× P

Ⅰ標準型
（特定事業所排出量
を使用）
※製造品出荷額が必要

Ａ 中分類別
エネルギー消費原単位（エネルギー消費統計＋石油等消費動態統計）

×（P－P特定）
＋ 温対法特定
事業所排出量

Ｂ
中分類別

※需給部門（最終エネルギー消費）
別を製造品出荷額で按分

エネルギー消費原単位（総合エネルギー統計）

×（P－P特定）

Ⅱ詳細型
（特定事業所排出量
を使用）

A 中分類別
温対法特定事業所以外の1事業所あたりの排出量

（エネルギー消費統計＋石油等消費動態統計）

×（N－N特定）

＋ 温対法特定
事業所排出量

P：製造品出荷額、P特定：温対法特定事業所の製造品出荷額

N：全事業所数、N特定：温対法特定事業所の事業所数
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総合エネルギー統計の需給部門（最終エネルギー消費）の分類のほうが中分類よりも粗い括

りになっています。なお詳細型は温対法特定事業所以外の事業所を中分類別に推計するため、

総合エネルギー統計は使用しません。それぞれの統計の概要を次に示します。 

 

表 4-2 石油等消費動態統計とエネルギー消費統計の概要 

統計名 概要 

石油等消費動態統計 日本標準産業分類に掲げる大分類－製造業のうち、「パルプ・紙・板

紙製品」、「化学工業製品」、「化学繊維製品」、「石油製品」、「窯

業・土石製品」、「ガラス製品」、「鉄鋼製品」、「非鉄金属地金製

品」及び「機械器具製品」を製造する 9 業種のうち、経済産業省特

定業種石油等消費統計調査規則（昭和 55 年通商産業省令第 30 号）

別表の生産品目別に定める調査の範囲に属する事業所を有意抽出（一

定規模以上の事業所は全数調査）し、約 1,600 事業所に調査を実施。

（回収率９９％） 

中分類別にエネルギー消費統計と合算する場合には、「機械工業」（機

械器具製品）をエネルギー消費統計の 25～31 の業種のエネルギー

消費量で按分する。また「窯業・土石製品工業」と「ガラス製品工業」

については、まとめて「21 窯業・土石製品製造業」とする。 

エネルギー消費統計 「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）定期報告書提

出対象事業所（第１種・第２種エネルギー管理指定工場）」の全数、

及びそれ以外の事業所について「平成２１年経済センサス-基礎調査」

を母集団名簿とし、各事業所の熱量換算エネルギー消費量の合計が、

産業別に、目標精度を達成するために必要な抽出数を設定し、計約

19 万事業所（ただし石油等消費動態統計の調査対象事業所を除く）

に調査を実施。（回収率約６７％） 

抽出した事業所の回答から、業種・規模ごとの原単位を作成して拡大

推計を実施。 

エネルギー消費量が中分類別に集計されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 石油等消費動態統計とエネルギー消費統計の関係図 

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
統
計 
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表 4-3 総合エネルギー統計の概要 

統計名 概要 

総合エネルギー統計 資源エネルギー統計、石油等消費動態統計、電力調査統計、ガス事業

統計等のエネルギー関係の各種一次統計等のエネルギー生産量、転換

量、消費量等のデータを組み合わせて作成している。 

業種分類が中分類よりも大括りであり、工業統計や特定事業所排出量

と整合を取るための対応表が必要である。標準型で総合エネルギー統

計を用いる場合は、業種分類をそのまま使用する。標準型で特定事業

所排出量を適用する場合は、製造品出荷額で按分して使用する。詳細

型では中分類への按分係数を取得しないため、使用しない。 

 
表 4-4 総合エネルギー統計の業種分類と中分類の対応表 

 

 

 

  

9 食料品製造業

10 飲料・たばこ・飼料製造業

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 ﾊﾟﾙﾌﾟ紙板紙

11 繊維工業 化学繊維

17 石油製品・石炭製品製造業 石油製品

16 化学工業 化 学

ｶﾞﾗｽ製品

窯業土石

22 鉄鋼業 鉄 鋼

23 非鉄金属製造業 非鉄地金

25 はん用機械器具製造業

26 生産用機械器具製造業

27 業務用機械器具製造業

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業

29 電気機械器具製造業

30 情報通信機械器具製造業

31 輸送用機械器具製造業

12 木材・木製品製造業（家具を除く）

13 家具・装備品製造業

15 印刷・同関連業

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く）

19 ゴム製品製造業

20 なめし革・同製品・毛皮製造業

24 金属製品製造業

32 その他の製造業

21

機 械

総合エネルギー統計の業種

他業種･中小製造業

食料品

標準産業分類（製造業、中分類）

窯業・土石製品製造業
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 標準型と詳細型の推計フロー 2)

 標準型と詳細型の推計フローは以下のようになります。 

 

 
 

 

 

 

■Ⅰ標準型

１）業種別エネルギー種別の消費量の推計

２）電力・都市ガス販売量の補正　【任意】

３）自自治体の業種別CO2排出量の推計

①製造業の電力販売量が入手可能な場合には、販売量に置き換える
②製造業の都市ガス販売量が入手可能な場合には、販売量に置き換える

①全国の製造品出荷額による業種別エネルギー消費量原単位の算出
②自自治体の製造品出荷額による業種別エネルギー種別消費量の推計

４）温対法特定事業所排出量の補正【任意】

温対法特定事業所の製造品出荷額が入手可能な場合には、３）で推計した業種別CO2排出量を製造
品出荷額で按分し、自自治体の温対法特定事業所分のCO2排出量を置き換える

業種別エネルギー種別消費量にCO2排出係数を乗算し、業種別CO2排出量を推計する

■Ⅱ詳細型

①全国の中分類別エネルギー種別消費量にCO2排出係数を乗算し、全国のCO2排出量を算出
②①から全国の温対法特定事業所のCO2排出量を減算し、温対法特定事業所以外の事業所のCO2排出量を算出
③全国の中分類別事業所数から温対法特定事業所数を減算し、温対法特定事業所以外の事業所数を算出
④②を③で除算し、中分類別温対法特定事業所以外の事業所あたりのCO2排出量を算出

１）で作成した「中分類別温対法特定事業所以外の事業所あたりのCO2排出量」に２）で作成した「補正係数」と「自
自治体の温対法特定事業所以外の事業所数」を乗算し、「温対法特定事業所以外の事業所のCO2排出量」を推
計。さらに「温対法特定事業所のCO2排出量」と合算し、業種別CO2排出量を推計

２）１事業所あたりの補正係数の算出

３）自自治体の業種別CO2排出量の推計

「自自治体を含む都道府県の１事業所あたりのエネルギー消費量」を「全国の１事業所あたりのエネルギー消費量」
で除算し、補正係数を算出

１）中分類別温対法特定事業所以外の事業所あたりのCO2排出量の推計
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 推計方法と使用するシート 3)

 前述のように推計方法が大きく標準型と詳細型に分かれていること、またエネルギー消費

原単位の推計に用いる統計が２種類あることから、各方法に対応した複数の入力・推計シー

トがあります。まず製造業（産業部門）では「入力」シートと「推計」シートが分かれてい

ます。また、「入力」シートはエネルギー消費量の統計データを入力するシート「入力 A」「入

力 B」、製造品出荷額や温対法特定事業所排出量を入力するシート「入力Ⅰ」「入力Ⅱ」に分

かれています。さらに推計シートは推計方法と選択する統計の種類によって「推計Ⅰ-A」「推

計Ⅰ-B」「推計Ⅱ-A」に分かれています。 

 

表 4-5 製造業（産業部門）の推計で使用するシート 

シート名 機能 

入力 A（エネルギー消費統計） エネルギー消費統計のデータを入力します。 

入力 A（石油等消費動態統計） 石油等消費動態統計のデータを入力します。 

入力 B（総合エネルギー統計） 総合エネルギー統計のデータを入力します。 

入力Ⅰ 標準型の推計を行うため、製造品出荷額のデータを入力し

ます。電力、都市ガスの実績値補正を行う場合は該当デー

タを入力します。 

また特定事業所のみの製造品出荷額を把握している場合に

は特定事業所排出量と製造品出荷額を入力します。 

入力Ⅱ 詳細型の推計を行うため、特定事業所排出量、事業所数等

を入力します。 

推計Ⅰ-A 標準型でエネルギー消費量の統計としてエネルギー消費統

計と石油等消費動態統計を選択した場合の推計を行うシー

トです。入力 A（エネルギー消費統計）、入力 A（石油等

消費動態統計）、入力Ⅰの入力結果をもとに計算が実行さ

れます。 

推計Ⅰ-B 標準型でエネルギー消費量の統計として総合エネルギー統

計を選択した場合の推計を行うシートです。入力 B（総合

エネルギー統計）、入力Ⅰの入力結果をもとに計算が実行

されます。 

推計Ⅱ-A 詳細型の推計を行うシートです。入力 A（エネルギー消費

統計）、入力 A（石油等消費動態統計）、入力Ⅱの入力結

果をもとに計算が実行されます。 

 

 推計シートが３種類あるように、入力シートの使用パターンも３種類となります。パター

ンごとのシートの利用フローと主な作業は以下の通りです。なお詳細型の場合は総合エネル

ギー統計は使用しません。 
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図 4-2 標準型で石油等消費動態統計とエネルギー消費統計を用いる場合 

 

 

推計方法と推計手順を確認する ■1「説明」 

入力データの修正 

推計対象年度の入力、必要なデータの確認、記録を行う 

推計方法を選択する 
■2「使用するデータ」 

収集したデータを入力する（エネルギー消費統計） 

 

■3「入力 A（エネル

ギー消費統計） 

入力したデータに洩れがないか等を確認する 

 

■6「入力チェック」 

推計結果を表示する 

 

■5「推計結果」 

シート名 作業 

収集したデータを入力する（石油等消費動態統計） ■4「入力 A（石油等

消費動態統計） 

収集したデータを入力する（製造品出荷額 等） 
特定事業所のみの出荷額を把握している場合は入力 

■5「入力Ⅰ」 

入力したデータに基づき推計を実行する（自動計算） 

 

■7「推計Ⅰ-A」 
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図 4-3 標準型で総合エネルギー統計を用いる場合 

 

推計方法と推計手順を確認する ■1「説明」 

入力データの修正 

推計対象年度の入力、必要なデータの確認、記録を行う 

推計方法を選択する 
■2「使用するデータ」 

収集したデータを入力する（総合エネルギー統計） 

 

■3「入力 B 総エネル

ギー統計） 

入力したデータに洩れがないか等を確認する 

 

■5「入力チェック」 

推計結果を表示する 

 

■7「推計結果」 

シート名 作業 

収集したデータを入力する（製造品出荷額 等） 
特定事業所のみの出荷額を把握している場合は入力 

■4「入力Ⅰ」 

入力したデータに基づき推計を実行する（自動計算） 

 

■6「推計Ⅰ-B」 
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図 4-4 詳細型の場合 

 

以上の推計方法と使用するシートの関係をまとめると次図のようになります。 

 

 

 

＜推計手順＞

１）業種別エネルギー種別の消費量の推計
２）電力・都市ガス販売量の補正 【任意】

３）自自治体の業種別CO2排出量の推計

Ⅰ標準型

＜推計手順＞

１）中分類別温対法特定事業所以外の事業所あたりのCO2
排出量の推計
２）１事業所あたりの補正係数の作成
３）自自治体の業種別CO2排出量の推計

Ⅱ詳細型（特定事業所排出量を使用）

＜推計手順＞
１）業種別エネルギー種別の消費量の推計

２）電力・都市ガス販売量の補正 【任意】
３）自自治体の業種別CO2排出量の推計

４）温対法特定事業所排出量の補正

Ⅰ標準型（特定事業所排出量を使用）

エネルギー消費量として
使用する統計の選択

（詳細型は中分類別推計
を行うため、統計の選択
はありません）

＜使用するデータ＞
●全国のエネルギー消費量

⇒エネルギー消費統計＋石油等消費動態統計
●製造品出荷額（全国及び自自治体）

等

Ⅰ－Ａ（ ）

＜使用するデータ＞

●特定事業所の排出量及び事業所数（全国及び自自治体）
●全国のエネルギー消費量

⇒エネルギー消費統計＋石油等消費動態統計
●事業所数（全国及び自自治体） 等

Ⅱ－Ａ（ ）

エネルギー消費統計＋石油等消費動態統計

＜使用するデータ＞
●全国のエネルギー消費量

⇒総合エネルギー統計
●製造品出荷額（全国及び自自治体）

等

Ⅰ－Ｂ（ ）総合エネルギー統計

エネルギー消費量として
使用する統計の選択

＜入力シート＞
・入力Ｂ（総合エネルギー統計）
・入力Ⅰ

＜推計シート＞
・推計Ⅰ-Ｂ

＜入力シート＞
・入力Ａ（エネルギー消費統計）
・入力Ａ（石油等消費動態統計）
・入力Ⅰ

＜推計シート＞
・推計Ⅰ-Ａ

＜入力シート＞
・入力Ａ（エネルギー消費統計）
・入力Ａ（石油等消費動態統計）
・入力Ⅱ

＜推計シート＞

・推計Ⅱ-Ａ

エネルギー消費統計＋石油等消費動態統計

●特定事業所の排出量及び製造品出荷額

●特定事業所の排出量及び製造品出荷額

推計方法と推計手順を確認する ■1「説明」 

入力データの修正 

推計対象年度の入力、必要なデータの確認、記録を行う 

推計方法を選択する 
■2「使用するデータ」 

収集したデータを入力する（エネルギー消費統計） 

 

■3「入力 A（エネル

ギー消費統計） 

入力したデータに洩れがないか等を確認する 

 

■6「入力チェック」 

推計結果を表示する 

 

■5「推計結果」 

シート名 作業 

収集したデータを入力する（石油等消費動態統計） ■4「入力 A（石油等

消費動態統計） 

収集したデータを入力する（特定事業所排出量、事業

所数） 
■5「入力Ⅱ」 

入力したデータに基づき推計を実行する（自動計算） 

 

■7「推計Ⅱ-A」 
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 使用するデータ 4.1.2

 
No データの種類 統計名等 データの入手方法 更新頻度 

1 

業種別エネルギー種

別エネルギー消費量 

総合エネルギー統計 Web から入手可能 毎年 

2 エネルギー消費統計 Web から入手可能 毎年 

3 石油等消費動態統計 Web から入手可能 毎年 

4 

全国及び自自治体の

製造業中分類別製造

品出荷額 

工業統計 Web から入手可能 毎年 

5 
代替値及び電気事業

者ごとの実排出係数 

算定省令に基づく電

気事業者ごとの実排

出係数 

Web から入手可能 毎年 

6 
自自治体の製造業電

力販売量 

電力供給会社提供デ

ータ 

電力供給会社提供デー

タ 
- 

7 
自自治体の製造業都

市ガス販売量 

ガス供給会社提供デ

ータ 

ガス供給会社提供デー

タ 
- 

8 
ガス供給会社の発熱

量 

ガス供給会社提供デ

ータ 

ガス供給会社提供デー

タ 
- 

9 

都道府県の業種別、

エネルギー種別ごと

のエネルギー消費量

（大規模事業所を除

く） 

エネルギー消費統計 Web から入手可能 毎年 

10 

全国及び自自治体の

製造業中分類別特定

事業所の事業所数及

び排出量 

自治体排出量カルテ 
Web から入手可能（特

例市以上のみ） 
- 

温室効果ガス排出量

算定・報告・公表制

度開示データ 

開示請求（有償） 毎年 

11 

全国、都道府県、お

よび自自治体の製造

業中分類別事業所数 

経済センサス（基礎

調査） 
Web から入手可能 

5 年ごと 

（最新： 

2009 年度） 

12 

自自治体の製造業中

分類別特定事業所の

製造品出荷額 

独自アンケート 自治体が独自に把握 - 
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 推計シートの説明 4.1.3

 製造業（産業部門）ではまず３種類の推計シートの説明をします。それぞれの説明の中で

必要な入力シートの説明を後述の入力シート説明頁を引用していますので、参照しながら読

み進めてください。 

 

（1）『推計方法Ⅰ-A』シートの説明 

 エネルギー消費統計および石油等消費動態統計より、全国のエネルギー消費量を把握し、

工業統計より把握した製造品出荷額で按分し、算出します。 

 「入力」シートの入力前に、以下にならって「使用するデータ」シートで「Ⅰ-A 標準型」

にチェックを行ってください。 

 

 

(ア) 『入力 A（エネルギー消費統計）及び（石油等消費動態統計）』シートの入力 

⇒本マニュアル 4.1.4（１）を参照し、入力してください。 

 

(イ) 『入力Ⅰ』シートの入力 

⇒本マニュアル 4.1.4（３）を参照し、入力してください。 

 

(ウ) 『推計Ⅰ-A』シートの参照 

入力 A 及びⅠシートを入力すると、推計Ⅰ-A シートに推計結果が表示されます。以下

では、推計結果の見方を説明します。 

 

 業種別・エネルギー種別の消費量の算出 1)

① 全国の業種別・エネルギー種別の消費量（固有単位）の推計 

「入力（エネルギー消費統計）」シートにおける業種別・エネルギー種別エネルギー消費量

と「入力（石油等消費等動態統計）」シートにおける業種別・エネルギー種別消費量を合算し

ます。 

使用するデータシート 

Ⅰ-A 標準型にチェック 
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② 自自治体の業種別・エネルギー種別の消費量（固有単位）の推計 

全国の業種別・エネルギー種別エネルギー消費量を「入力Ⅰ」シートの１）で入力した

全国及び自自治体の業種別製造品出荷額で按分し、自自治体の業種別・エネルギー種別エ

ネルギー消費量を推計します。 

表の最下段に、消費量と熱量の合計値が表示されており、都市ガス補正時に使用します。 

 

 

 電力・都市ガス販売量の補正 【任意】 2)

① 自自治体の製造業の電力販売量の補正（置き換え） 

「入力Ⅰ」シートの２）①で「2.電力販売量で補正する」を選択した場合のみ、１）で推

計した自自治体の電力消費量を電力販売量で置き換えます。 

置き換えを行う場合には、１）で推計した業種別電力消費量をもとに電力販売量を業種別

に按分し、置き換えます。 

全国の業種別・エネルギー種別

エネルギー消費量の推計結果 

自自治体の業種別・エネルギー種

別エネルギー消費量の推計結果 
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② 自自治体の製造業の都市ガス販売量の補正（置き換え） 

「入力Ⅰ」シートの２）②で「2.都市ガス販売量で補正する：エネルギー種ごとの推計

した消費量（熱量）で按分」又は「3.都市ガス販売量で補正する：自ら把握しているエネ

ルギー種ごとの按分比率で按分」を選択した場合のみ、 

 １）で推計した都市ガス消費量を都市ガス販売量で置き換えします。 

 都市ガス販売量で置き換えを行う場合は、「入力Ⅰ」シートの２）②で選択した方法で推

計した都市ガス消費量と都市ガス販売量の差分を他のエネルギー種に振り替えます。また、

業種別への配賦は１）で推計した都市ガス消費量を基に業種別に按分します。 

 

 他のエネルギー種への振り替え分を、按分比率によって按分します。 

「エネルギー種ごとの推計した消費量（熱量）で按分」を選択した場合は、1）で推計した

自自治体の業種別・エネルギー種別エネルギー消費量を業種ごとに合算し、熱量換算した算

「入力Ⅰ」シートの２）①で「2.

電力販売量で補正する」を選択

した場合に、１）で推計した自

自治体の電力消費量を電力販売

量で置き換え 

「入力Ⅰ」シートの２）②

で「都市ガス販売量で補正

する」を選択した場合に、

１）で推計した自自治体の

都市ガス使用量を都市ガ

ス販売量で置き換え 
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出します。この際、推計した消費量がマイナスとなる業種もしくはエネルギー種は除外して、

按分比率を算出しています。「自ら把握しているエネルギー種ごとの按分比率で按分」を選択

した場合は「入力Ⅰ」シートで入力した按分比率をそのまま使用します。 

上記で按分した他エネルギー種への振り替え分を、１）②の業種別エネルギー消費量をも

とに、業種別に按分し、１）②の消費量に加算します。 

都市ガス販売量は、１）②の業種別都市ガス消費量をもとに、都市ガス販売量を業種別に

按分し、都市ガスの消費量とします。 

 

 自自治体の業種別 CO2排出量の推計 3)

１）または２）で推計や補正を行った業種別エネルギー種別エネルギー消費量に、エネル

ギー種別 CO2排出係数を乗算し、業種別 CO2 排出量を推計します。 

なお、電力の排出係数は「入力Ⅰ」シートの３）で入力した「自治体の電気事業者の実排

出係数」を使用します。 

 

 

 

 温対法における特定事業所の CO2排出量の補正 【任意】 4)

「入力Ⅰ」シートの４）で「2.温対法における特定事業所の排出量で補正する」を選択し

た場合に、３）で推計した業種別排出量のうち、温対法における特定事業所分の排出量を温

対法において報告された CO2排出量に置き換えます。 

置き換える際には、３）で推計した業種別排出量を自自治体全体の製造品出荷額と特定事

業所の製造品出荷額をもとに、「特定事業所の CO2 排出量」と「特定事業所以外の事業所の

CO2 排出量」に按分します。 

そのうえで、「特定事業所の CO2排出量」を「温対法において報告された特定事業所の CO2

排出量」に置き換えます。 
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 『推計結果シート』の参照 5)

 データ入力したシートに対応する全ての推計方法について排出量を表示します。「使用する

データ」シートで選択した推計方法の結果が表示されます。 

 また、「入力Ⅰ」シートの 4）で「特定事業所の排出量を使用して補正する」を選択した場

合は、補正の有無による結果差を比較できるように、特定事業所の排出量を使用しない場合

の排出量も併せて表示されます。 

 

 

 

推計方法Ⅰ-A（標準型、エ

ネルギー消費統計＋石油

等消費動態統計）の推計結

果を表示 
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（2）『推計方法Ⅰ-B』シートの説明 

 総合エネルギー統計より全国のエネルギー消費量を把握した上で、工業統計より把握した

全国及び自自治体の製造品出荷額で按分を行い、自自治体の CO2 排出量を推計します。 

「入力」シートの入力前に、以下にならって「使用するデータ」シートで「Ⅰ-B 標準型」

にチェックを行ってください。 

 

 

(ア) 『入力 B（総合エネルギー統計）』シートの入力 

⇒本マニュアル 4.1.4（２）を参照し、入力してください。 

 

(イ) 『入力Ⅰ』シートの入力 

⇒本マニュアル 4.1.4（３）を参照し、入力してください。 

 

(ウ) 『推計Ⅰ-B』シートの参照 

入力 B 及びⅠシートを入力すると、推計Ⅰ-B シートに推計結果が表示されます。以下で

は、推計結果の見方を説明します。 

 

 業種別・エネルギー種別の消費量の算出 1)

① 全国の業種別・エネルギー種別の消費量（熱量単位）の推計 

「入力（総合エネルギー統計）」シートから全国の業種別エネルギー種別エネルギー消費量

を引用します。 

 

 

② 自自治体の業種別・エネルギー種別の消費量（熱量単位）の推計 

全国の業種別・エネルギー種別エネルギー消費量を「入力Ⅰ」シートの１）で入力した全

国及び自自治体の業種別製造品出荷額で按分し、自自治体の業種別・エネルギー種別消費量

使用するデータシート 

Ⅰ-B 標準型にチェック 
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を推計します。最下段に各エネルギーの熱量の合計が記入されていますが、都市ガスの補正

時に使用します。 

 

 

 電力・都市ガス販売量の補正 【任意】 2)

① 自自治体の製造業の電力販売量の補正（置き換え） 
「入力Ⅰ」シートの 2）①で「2.電力販売量で補正する」を選択した場合のみ、1）で推計

した自自治体の電力消費量を電力販売量で置き換えます。置き換えを行う場合には、1）で

推計した業種別電力消費量をもとに電力販売量を業種別に按分し、置き換えます。 

 
 

② 自自治体の製造業の電力販売量の補正（置き換え） 

「入力Ⅰ」シートの２）②で「2.都市ガス販売量で補正する：エネルギー種ごとの推計し

た消費量（熱量）で按分」又は「3.都市ガス販売量で補正する：自ら把握しているエネルギ

ー種ごとの按分比率で按分」を選択した場合のみ、1）で推計した都市ガス消費量を都市ガ

ス販売量で置き換えします。 

都市ガス販売量で置き換えを行う場合は、「入力Ⅰ」シートの２）②で選択した方法で推計

した都市ガス消費量と都市ガス販売量の差分を他のエネルギー種に振り替えます。また、業

種別への配賦は１）で推計した都市ガス消費量を基に業種別に按分します。 

自自治体の業種別・エネルギー種

別エネルギー消費量の推計結果 

「入力Ⅰ」シートの２）①で「2.電力販売量で

補正する」を選択した場合に、１）で推計した

自自治体の電力消費量を電力販売量で置き換え 
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 他のエネルギー種への振り替え分を、按分比率によって按分します。 

「エネルギー種ごとの推計した消費量（熱量）で按分」を選択した場合は、1）で推計した

自自治体の業種別・エネルギー種別エネルギー消費量を業種ごとに合算し、熱量換算した算

出します。この際、推計した消費量がマイナスとなる業種もしくはエネルギー種は除外して、

按分比率を算出しています。「自ら把握しているエネルギー種ごとの按分比率で按分」を選択

した場合は「入力Ⅰ」シートで入力した按分比率をそのまま使用します。 

上記で按分した他エネルギー種への振り替え分を、１）②の業種別エネルギー消費量をも

とに、業種別に按分し、１）②の消費量に加算します。 

都市ガス販売量は、１）②の業種別都市ガス消費量をもとに、都市ガス販売量を業種別に

按分し、都市ガスの消費量とします。 

 

 自自治体の業種別 CO2排出量の算出 3)

１）または２）で推計や補正を行った業種別エネルギー種別エネルギー消費量に、エネル

ギー種別 CO2排出係数を乗算し、業種別 CO2 排出量を推計します。 

なお、電力の排出係数は「入力Ⅰ」シートの３）で入力した「自治体の電気事業者の実排

出係数」を使用します。 

「入力Ⅰ」シートの２）②

で「都市ガス販売量で補正

する」を選択した場合に、

１）で推計した自自治体の

都市ガス使用量を都市ガ

ス販売量で置き換え 
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 温対法における特定事業所の排出量の補正 【任意】 4)

「入力Ⅰ」シートの４）で「2.温対法における特定事業所の排出量で補正する」を選択し

た場合に、３）で推計した業種別排出量のうち、温対法における特定事業所分の排出量を温

対法において報告された CO2排出量に置き換えます。 

置き換える際には、３）で推計した業種別排出量を自自治体全体の製造品出荷額と特定事

業所の製造品出荷額をもとに、「特定事業所の CO2 排出量」と「特定事業所以外の事業所の 

CO2 排出量」に按分します。 

そのうえで、「特定事業所 CO2排出量」を「温対法において報告された特定事業所の CO2

排出量」に置き換えます。 
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 『推計結果シート』の参照 5)

データ入力したシートに対応する全ての推計方法について排出量を表示します。「使用する

データ」シートで選択した推計方法の結果が表示されます。 

また、「入力Ⅰ」シートの 4）で「特定事業所の排出量を使用して補正する」を選択した場

合は、補正の有無による結果差を比較できるように、特定事業所の排出量を使用しない場合

の排出量も併せて表示されます。 

 

 

（3）『推計方法Ⅱ-A』シートの説明 

「入力」シートの入力前に、以下にならって「使用するデータ」シートで「Ⅱ-A 詳細型」

にチェックを行ってください。 

 

 

(ア) 『入力 A（総合エネルギー統計）』シートの入力 

⇒本マニュアル 4.1.4（１）を参照し、入力してください。 

 

(イ) 『入力Ⅱ』シートの入力 

⇒本マニュアル 4.1.4（４）を参照し、入力してください。 

 

(ウ) 『推計Ⅱ-A』シートの参照 

使用するデータシート 

Ⅱ-A 詳細型にチェック 

推計方法Ⅰ-B（標準型、総

合エネルギー統計）の推計

結果を表示 
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入力 A 及びⅡシートに入力すると、推計Ⅱ-A シートに推計結果が表示されます。以下

では、推計結果の見方を説明します。 

 

 中類別温対法特定事業所以外の事業所の事業所あたり CO2排出量の算出 1)

① 全国の業種別・エネルギー種別の消費量（固有単位）の推計 

「入力（エネルギー消費統計）」シートにおける業種別・エネルギー種別エネルギー消費量

と「入力（石油等消費等動態統計）」シートにおける業種別・エネルギー種別消費量を合算し

ます。 

 
 
② 全国の業種別 CO2 排出量の推計 

①で算出した全国の業種別エネルギー種別エネルギー消費量に、エネルギー種ごとの単位

発熱量と排出係数を乗算することで、全国の業種別 CO2排出量を推計します。 

電力の排出係数は「入力Ⅱ」シートの１）①で入力した推計対象年度の代替値を使用しま

す。 

全国の業種別・エネルギー種別

エネルギー消費量の推計結果 
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③ 全国の温対法における特定事業所以外の事業所の１事業所あたりの CO2排出量の推計 

②で推計した全国の CO2 排出量から「入力Ⅱ」シートの１）②で入力した全国の特定事業

所の排出量を減算することで、「全国の特定事業所以外の事業所の排出量合計」を算出します。 

また、「入力Ⅱ」シートの１）③で入力した全国の事業所数から「入力Ⅱ」シートの１）②

で入力した全国の特定事業所を減算し「全国の特定事業所以外の事業所数」を算出します。 

最後に、「全国の特定時事業所以外の事業所の排出量合計」を「全国の特定事業所以外の事

業所数」で除算することで、特定事業所以外の事業所の１事業所あたりの CO2排出量を推計

します。 

 

 

全国の業種別・エネルギー種別

排出量の推計結果 
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 特定事業所以外の事業所の１事業所あたりの CO2排出量の補正係数の算出 2)

「全国の特定事業所以外の事業所の１事業所あたりの排出量」を自自治体を含む都道府県

の業種ごとの規模構成に応じて補正するための、補正係数を算出します。 

補正係数は、大規模製造業（石油等消費動態統計の対象事業所）が調査対象外であるエネ

ルギー消費統計の全国及び自自治体を含む都道府県の製造業中分類別エネルギー消費量（熱

量単位）を、経済センサスの全国及び自自治体を含む都道府県の製造業中分類別事業所数で

それぞれ除した全国及び自自治体を含む都道府県の１事業所あたりのエネルギー消費量から

算出します。 

 
 

 自自治体の業種別 CO2排出量の算出 3)

自自治体の業種別 CO2 排出量は、「入力Ⅱ」シートの１）②で入力した「温対法における

特定事業所の業種別 CO2 排出量」に「特定事業所以外の事業所の業種別 CO2 排出量」を加

算し、推計します。 

「特定事業所以外の事業所の業種別 CO2 排出量」は、「自自治体の特定事業所以外の事業

所数」に「特定事業所以外の事業所の１事業所あたりの CO2 排出量（補正後）」を乗算する

ことで推計します。 

「自自治体の特定事業所以外の事業所数」は、「入力Ⅱ」シートの１）②の自自治体の特定

事業所数と２）③の自自治体の全事業所数から算出します。 

「特定事業所以外の事業所の１事業所あたりの CO2 排出量（補正後）」は１）③で推計し

た「全国の特定事業所以外の事業所の１事業所あたりの CO2 排出量」に２）で算出した補正

係数を乗算することで、算出します。 
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 『推計結果シート』の参照 4)

データ入力したシートに対応する全ての推計方法について排出量を表示します。「使用する

データ」シートで選択した推計方法の結果が表示されます。 

 

  

推計方法Ⅱ-A（詳細型、エ

ネルギー消費統計＋石油

等消費動態統計）の推計結

果を表示 
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 入力シートの説明 4.1.4

（1）入力 A 

 『入力 A（エネルギー消費統計）』 

 燃料受払の入力 1)

「エネルギー消費統計」 

（http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/energy_consumption/ec001/）の（１）

燃料受払表の②業種別燃料種別表のＥ製造業のファイルの業種ごとの固有単位（製造部門の

み）のシートから、各業種の「消費」欄および「原料用」欄の値をコピー＆ペーストします。 

各業種の「消費」から「原料用」を控除し、エネルギー種別エネルギー消費量を算出します。 

 

<入手方法> 
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http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/energy_consumption/ec001/


 

  

  

 

  

  

  

    

消費 原料用 

  

  

推計対象年度の（石油等消費動態統計を含まな

い）を選択 
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入力後、下表で各業種の「消費」から「原料用」を控除し、エネルギー種別エネルギー消

費量を算出します。原料用とは、燃焼を目的とせず他の製品を生産するために使用した数量

であるため、CO2 排出量を算出する場合のエネルギー消費量からは控除します。 
 

 
 

 電力受払、蒸気・熱受払の入力 2)

電力受払は（2）電力受払表の固有単位表の「購入」・「販売」の各欄、蒸気・熱受払は（3）

上記・熱受払表の熱量単位表の「受入」・「払出」の各欄の値をコピー＆ペーストします。 

電力は、「購入」から「販売」を控除し、消費量とします。  

蒸気・熱は、「受入」から「払出」を控除し、消費量とします（製造部門のみ）。蒸気・熱

受払については、固有単位表の単位が「原油換算 kl」のため、熱量単位表の単位「TJ」を使

用します。 

 

<入手方法> 
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購入 販売 

受入 

蒸気の場合（熱量単位表） 

電力の場合（固有単位表） 

  
  

  
  

    

払出 
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 エネルギー消費統計の業種別エネルギー種別エネルギー消費量 3)

1）で入力した燃料受払表と、2）で入力した電力受払、蒸気・熱受払を合算し、エネルギ

ー消費統計分の業種別・エネルギー種別消費量の一覧が表示されます。 

 

 

 
 『入力 A（石油等消費動態統計）』 

 業種別燃料受払の入力 4)

「石油等消費動態統計」（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sekisyo/）の燃料受払

の２）業種別表（事業所ベース） のシートより、「消費 Consumption」の「合計 Total」

欄および「原料用 as Materials」がある業種のみ「原料用 as Materials」欄の値をコピ

ー＆ペーストします。 

「原料用 as Materials」がある業種は、「合計」から、燃焼を目的とせず他の製品を生産

するための「原料用」を減算することで消費量を算出します。 

 

<入手方法> 
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http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/sekisyo/


 
 

  

  

  

  

  

業種ごとにシートを参照し、（2）燃料受払の２）業種別

表（事業所ベース） より入力 

推計対象年度の Excel ファイル

を開く 
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なお、鉄鋼業のみ、合計と原料用に加えて、「発生・回収又は生産 Generation、recovery 

and／or production」欄の値をコピー＆ペーストします。これは高炉ガス、転炉ガスの発

生分の炭素量を石炭コークスの消費量から控除するため 1です。また、「石炭」・「石炭コーク

ス」については、「合計」を消費量とします。 

1 正確には、コークスと吹込用原料炭の炭素の一部が高炉ガス、転炉ガス発生分の一部に転換さ

れますが、ここでは計算の簡素化のためにコークスのみから発生したと見なしています。 

    

合計 原料用 
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入力後、１）で入力した⑦鉄鋼業について、石炭コークスの「合計」の炭素量から、高炉

ガス・転炉ガスの「発生・回収又は生産」の炭素量を減算しています。 

 
 

 電力受払、蒸気受払の入力 5)

1）で使用したものと同様のExcelファイルから、電力受払は、「エネルギー消費統計の（２）

電力受払表」の固有単位表の「購入」、「販売」の各欄の値をコピー＆ペーストします。 

蒸気・熱受払は、「エネルギー消費統計の（３）蒸気・熱受払表」の熱量単位表の各業種の

「受入」・「払出」の各欄の値をコピー＆ペーストします。 

電力は、製造部門における「購入」から「販売」を控除した値を電力消費量とします。 蒸気・

熱は、製造部門における「受入」から「払出」を控除した値を蒸気・熱の消費量とします。 

  

  

合計 

発生・回収又

は生産 

原料用 
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 石油等消費動態統計の業種別エネルギー種別消費量 6)

１）業種別燃料受払表と、２）電力受払、蒸気・熱受払を合算します。 

またエネルギー消費統計と合算するため、エネルギー消費統計の業種区分に合わせて「機

械工業」を按分します。 

「機械工業」の展開の際の構成比率は、エネルギー消費統計の 25～31 の業種の比率を使用

します。「窯業・土石製品工業」と「ガラス製品工業」については、まとめて「21 窯業・土

石製品製造業」とします。 

 

 

    

購買電力 販売電力 

    

受入 払出 

  
  

蒸気 

電力 
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（2）入力 B 

 『入力 B（総合エネルギー統計）』 

 本表（エネルギー単位）の入力 1)

総合エネルギー統計（http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/）本表

（エネルギー単位）シートのエネルギー転換行（#2600～#2950）および最終エネルギー

消費行の製造業（#6500～#6909）と、非エネルギー利用（#9500～#9720）の値を

コピー＆ペーストします。 

 

<入手方法> 
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http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/total_energy/


 

 

  

行： 

#2600～#2950 

#6500～#6909 

#9500～#9720 

列：900（合計）

まで 

本表（エネルギー単位） 
    

 

推計対象年度の Excel ファイル

を開く 

  

各該当部分をコピー＆ペースト 
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 非エネルギー利用の排除 2)

1）で入力した製造業の最終消費（#6510～#6900）の業種別エネルギー種別消費量か

ら、非エネルギー利用（#9620～#9720）を減算します。 

 

 
 

 総合エネルギー統計の業種別、エネルギー種別消費量一覧 3)

重複補正（#6600）を対応業種（#6520～#6600）のエネルギー消費量で按分し、２）

の非エネルギー利用分を控除した業種別エネルギー種別エネルギー消費量に加算します。 

 
 

 エネルギー転換行の製造業（鉄鋼コークス製造・石油精製）の自家消費分の加算 4)

「石油製品」（#6540）については、自家消費/石油精製（#2916）と、石油精製/常圧

残油･減圧蒸留･分解処理（#2615）の産業用蒸気/石油精製の列（$813）を３）の石油製

品のエネルギー消費量に加算します。  

「鉄鋼」（#6580）については、自家消費/鉄鋼コークス製造（#2915）分を３）の鉄鋼

のエネルギー消費量に加算します。 

 

以上の手順より、総合エネルギー統計による全国のエネルギー種別エネルギー消費量が作

成されます。 

50 

 
 



（3）入力Ⅰ 

 業種別エネルギー種別の消費量の算出 1)

全国および自自治体の製造業中分類別製造品出荷額の入力 

全国の製造業中分類ごとのエネルギー消費量を自自治体分に按分するために、「工業統計」

（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/）から全国および自自治体の製造業中分

類別製造品出荷額を入力します。 

なお、「平成 23 年工業統計調査」は平成 24 年２月に実施した「平成 23 年経済センサス

-活動調査」の中の製造業に関する調査事項にて把握しているため、全国の製造品出荷額は「平

成 24 年経済センサス活動調査産業別集計（製造業）「産業編」統計表データ」第２表より取

得し、自自治体分の製造品出荷額は「平成 24 年経済センサス活動調査産業別集計（製造業）

「市区町村編」統計表データ」第２表より取得してください。 

<入手方法> 
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http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/


 
 

  

    

 

  

  

  

  

全国：推計対象年度の『産業編』 

自自治体：推計対象年度の『市区町村編』 

1100 

1000 
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 電力・都市ガス販売量の補正 【任意】 2)

① 自自治体の製造業の電力販売量の補正（置き換え） 

供給会社から自自治体における製造業の電力販売量を入手可能な場合は、推計した電力消

  

  

全国 

自自治体 
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費量を電力販売量で置き換えます。 

 電力販売量を入手可能な場合は、以下の選択肢で「2.電力販売量で補正する」を選択肢、

製造業部門の電力販売量（1000kWh）を入力します。 

 
 
② 自自治体の製造業の都市ガス販売量の補正（置き換え） 

供給会社から自自治体における製造業の都市ガス販売量を入手可能な場合は、推計した都

市ガス消費量を都市ガス販売量で置き換えるために、自自治体における製造業の都市ガス販

売量及び供給会社における単位発熱量を入力します。 

推計した都市ガス消費量を都市ガス販売量に置き換える場合、推計した都市ガス消費量は

全国におけるエネルギー消費量をもとに推計しているため、自自治体における燃料用途とし

ての都市ガスの利用率と全国の利用率が異なる場合が想定される（例：Ａ市のある業種では

全国平均に比べ、都市ガスではなく重油を利用する割合が高いなど）ため、熱量ベースでの

都市ガス販売量と推計した都市ガス消費量の差を他のエネルギー種に割り振ります。 

他のエネルギー種に割り振る方法として、「電力・熱を除くすべてのエネルギー種ごとの推

計した消費量（熱量）で按分する方法」と「自ら把握しているエネルギー種ごとの按分比率

で按分する方法」を選択します。 

「自ら把握しているエネルギー種ごとの按分比率で按分する方法」を選択した場合には、

エネルギー種ごとの按分比率を入力します。 

 

 
 自自治体の業種別 CO2排出量の算出 3)

自自治体における電力消費量（または販売量）から CO2排出量を推計するために、自自治

体における電気事業者の実排出係数を入力します。 

 

 

54 

 
 



 温対法における特定事業所のＣＯ２排出量の補正 【任意】 4)

自治体の温対法における特定事業所の製造品出荷額が把握可能な場合には、推計した自自

治体の排出量を製造品出荷額で特定事業所とそれ以外の事業所の排出量に按分し、特定事業

所の排出量を温対法において報告された CO2排出量に置き換えます。 

特定事業所の排出量及び特定事業所の製造品出荷額は製造業中分類ごとに入力します。 

特例市以上の温対法の特定事業所 CO2 排出量は、地球温暖化対策地方公共団体実行計画

（区域施策編）策定支援サイト 

（http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/index.html）に掲載されている自

治体排出量カルテより入力できます。自治体排出量カルテには、平成 19 年度から平成 23

年度のデータが掲載されています。また個別の特定事業所のデータは開示請求を行うことで

入手が可能です。 

 

 
 

自自治体の温対法における特定事業所

の製造品出荷額が把握可能な場合に

は、「２．温対法における特定事業所の

排出量で補正する」にチェックしてく

ださい。 

温対法で報告された自自治体にある特

定事業所の排出量は、自治体排出量カ

ルテ（特例市以上のみ）または開示請

求により入手した特定事業所ごとの排

出量情報から算出します。 

独自に把握している特定事業所分の製

造品出荷額を製造業中分類ごとに入力

します 
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http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/index.html


（4）入力Ⅱ 

 温対法特定事業所以外の事業所の製造業中分類別１事業所あたりの CO2排出量1)

の算出 

① 代替値の CO2排出係数の入力 

全国のエネルギー消費量から全国の CO2 排出量を推計する場合に、電力の排出係数は温対

法で公表している代替値の CO2排出係数を使用します。そのため、温対法で公表している推

計対象年度における代替値の CO2 排出係数を入力します。 

電力排出係数は、実排出係数を使用しますが、電気事業者の係数改善努力を反映する場合

には調整後排出係数を使用します。また特定の年度における排出係数を固定的に用いて参考

として評価することも考えられます。 

 

 

② 全国および自自治体の製造業中分類別の温対法における特定事業所数及び特定事業所の

CO2 排出量の入力 

全国の温対法における特定事業所「以外」の事業所の製造業中分類別１事業所あたりのCO2

排出量を算出するために、全国の特定事業所の製造業中分類別事業所数及び CO2排出量を入

力します。あわせて、自自治体にある特定事業所の製造業中分類別事業所数及び CO2 排出量

を入力します。 

特例市以上の温対法の特定事業所数及び CO2排出量は、地球温暖化対策地方公共団体実行

計画（区域施策編）策定支援サイト 

（http://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/index.html）に掲載されている自

治体排出量カルテより入力できます。自治体排出量カルテには、平成 19 年度から平成 23

年度のデータが掲載されています。また個別の特定事業所のデータは開示請求を行うことで

入手が可能です。 
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 特定事業所以外の事業所の１事業所あたりの CO2排出量の補正係数の算出 2)

「全国の特定事業所以外の事業所の１事業所あたりの排出量」を、自自治体を含む都道府

県の業種ごとの規模構成に応じて補正します。 

大規模製造業（石油等消費動態統計の対象事業所）が調査対象外であるエネルギー消費統

計の全国及び自自治体を含む都道府県の製造業中分類別エネルギー消費量（熱量単位）を、

経済センサスの全国及び自自治体を含む都道府県の製造業中分類別事業所数でそれぞれ除し

て比を取り補正係数を算出します。 

 

① 全国及び自自治体を含む都道府県の製造業中分類別エネルギー消費量の入力 

エネルギー消費統計の「参考表１ 都道府県・業種別エネルギー消費量表」の参考１－Ｂ

（熱量単位）から全国及び自自治体を含む都道府県の製造業中分類別エネルギー消費量を入

力します。 

 

<入力方法> 

全国及び自自治体の特定事業所の事業

所数、CO2 排出量を入力 
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推計対象年度の（石油等消費動態

調査を含まない）を選択 

『参考 1-B』シートを選択 
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② 全国、自自治体を含む都道府県、自自治体の製造業中分類の事業所数の入力 

経済センサス（基礎調査）（http://www.stat.go.jp/data/e-census/）の事業所に関す

る集計の全国結果及び都道府県別結果から、産業中分類ごとの「民営」の事業所数を入力し

ます。 

 

<入力方法> 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

全国結果を選択 

自自治体を含む都道府県を選択 

第 14 表を選択 

第 5 表 （1）総数～会社を選択 
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全国 

自自治体を含む

都道府県 

    

市区町村表は別シートを参照し、自自治

体の「民営」事業所数を入力 

自自治体 
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4.2 民生家庭部門 

 推計方法概要 4.2.1

 民生家庭部門の積上法（標準型）では、エネルギー消費量のうち、電気は当該地方公共団

体の地域の家庭用販売量を適用します。都市ガス、LP ガス及び灯油は、「家計調査」の所属

都道府県庁所在地の世帯あたり購入量をもとに、県庁所在地と当該地方公共団体の地域での

都市ガス普及率の差で補正し、これに世帯数を乗じて試算します。更に、都市ガスについて

は、当該地方公共団体の地域の家庭用販売実績値が得られる場合は、これで補正します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5 民生家庭部門の積上法（標準型）推計フロー 
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 使用するデータ 4.2.2

 

No 
データの種

類 
統計名等 データの入手方法 

更新頻度 

1 

世帯当たり

年間 LP ガ

ス、灯油の購

入量、都市ガ

スの購入額 

家計調査年報 Web サイトより入手可能 毎年 

2 

世帯当たり

月別都市ガ

ス購入金額 

家計調査月報 Web サイトより入手可能 毎年・毎月 

3 

都市ガス平

均単価、メー

ターの調停

数 

ガス会社提供

値 
ガス会社提供 毎年 

ガス事業年報 書籍 毎年 

４ 

県庁所在地

の都市ガス

普及率 

家計調査年報 Web サイトより入手可能 毎年 

5 
世帯数、単身

世帯の割合 
国勢調査 Web サイトより入手可能 

5 年に１度 

（最新は 2010 年） 

6 
家庭用電力

販売量 

電力会社提供

値 
電力会社提供 毎年 

7 

電気事業者

毎の実排出

係数 

算定省令に基

づく電気事業

者毎の実排出

係数 

Web サイトより入手可能 毎年 

8 

家庭用都市

ガス販売量、

単位発熱量 

ガス会社提供

値 
ガス会社提供 毎年 
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 ツールの使用方法 4.2.3

 民生家庭部門では、推計に必要なデータは入力・推計シートに入力します。 

 

 ２人以上の世帯の都市ガス、ＬＰガス、灯油の消費量原単位（世帯当たり）の推1)

計 

① 県庁所在地のＬＰガス、灯油の年間購入量及び都市ガスの年間購入金額の入力 

県庁所在地の 2 人以上の世帯の LP ガス、灯油の年間購入量及び都市ガスの年間購入金額

を「家計調査年報」（http://www.stat.go.jp/data/kakei/npsf.htm）から入手し、該当セ

ルに入力します。 

 

<データの入手方法と入力方法> 

家計調査年報（家計収支編）の統計表（二人以上の世帯）の「(品目分類) 第４表 都市階

級・地方・都道府県庁所在市別１世帯当たり年間の品目別支出金額，購入数量（二人以上の

世帯）」の「住居～光熱・水道」の Excel ファイルをダウンロードします。 
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ダウンロードした Excel ファイルの

「光熱・水道シート」を選択し、当該

県庁所在地の都市ガスの支出金額、プ

ロパンガスの数量、灯油の数量の値を

該当セルに入力します。 
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② 都市ガスの平均単価の入力 

家計調査年報では都市ガスは年間購入量のみ掲載されているため、年間購入量を都市ガス平

均単価で除することによって年間消費量を算出します。 

 

県庁所在地の都市ガス供給会社から都市ガス平均単価を入手し、該当セルに入力します。供

給会社から入手できない場合はガス事業年報の「参考」に掲載されている各ガス事業者の認

可・届出平均単価、または経済産業局別の供給約款料金単価を入力してください。単位は円

/Nm3 か、円/m3 の何れかで入力します。円/m3で入力した場合は、円/Nm3 に自動で換算し

た上で、年間消費量を算出します。（m3 から Nm3 への自動換算は、Nm3=m3×補正係数

「0.96665」 ※気温 15℃、ゲージ圧 2.0ｋPa の場合） 

ガス事業年報に掲載されている経済産業局別の供給約款料金単価を使用する場合は、単位が

円/41.8605MJ となっているため、都市ガスの単位発熱量（44.8MJ/Nm3、または都市ガ

ス供給会社提供値）で円/Nm3 に換算してから入力してください。 

 

 

 

③ 県庁所在地と自自治体の都市ガス普及率の差による都市ガス消費量の振り替え(自自治

体が県庁所在地でない場合) 

※本ツールの「②県庁所在地と自自治体の都市ガス普及率による都市ガス消費量の振り替え」

及び「③②の都市ガス振り替え分の LP ガス(暖房用以外)と灯油(暖房用)への振り替え」は当

該自治体が県庁所在地である場合には入力不要です。 

 

県庁所在地と自自治体では都市ガスの普及率が異なるため、県庁所在地と自自治体の都市ガ

ス普及率の差を都市ガス消費量の差とし、その差を LP ガスや灯油に振り替えます。 

 

i. 自自治体と県庁所在地の都市ガス普及率の差の推計 

県庁所在地や自自治体の都市ガス供給会社、またはガス事業年報等から県庁所在地と自自治

体の都市ガス普及率を入手し、該当セルに入力します。 

 

都市ガス普及率＝対象区域のガスメーター調定数/対象区域の総世帯数 

都市ガス平均単価を円/Nm3 また

は円/m3 で入力 
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都市ガス供給会社から対象区域の都市ガス普及率が入手できない場合、以下の何れかの方法

で算出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<データの入手方法と入力方法> 

家計調査年報（家計収支編）の統計表の詳細結果表「第４－１表 都市階級・地方・都道

府県庁所在市別１世帯当たり支出金額，購入数量及び平均価格（二人以上の世帯）」をダウン

ロードします。 

（http://www.stat.go.jp/data/kakei/npsf.htm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『1.県庁所在地ではない』にチェック 

県庁所在値と自治体の都市ガス普及率を入力 

都市ガス普及率（対象区域のガスメーター調定数/対象区域の総世帯数）の算出 

 

①県庁所在地の場合 

普及率＝家計調査の 100 世帯当たり都市ガス購入頻度÷1200 

 

②ガス会社の供給区域内普及率を用いる場合 

ガス事業年報にガス会社の供給区域ごとの普及率が掲載されていますが、ガス事

業年報記載の供給区域内普及率は取付数ベースのため、調定数を供給区域内世帯

数で除して算出する必要があります。 

なお、供給区域と自治体の範囲が一致しない場合は近似となります。 
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<県庁所在地の場合の都市ガス普及率の入手方法> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

購入頻度 249÷1200＝20.8% 

ダウンロードした表から、当該県庁所在地の

都市ガスの購入頻度（100 世帯あたり）の

値を入手し、1200 で除した値を県庁所在

地の都市ガス普及率のセルに入力します。 
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<ガス会社の供給区域内普及率を用いる場合の都市ガス普及率の入手方法> 

ガス事業年報の「II.一般ガス事業の状況」の「各一般ガス事業者の状況」の「３．供給」から対

象区域のガス事業者の供給区域内世帯数と家庭用調定数のデータを取得し、家庭用調定数を供給

区域内世帯数で除して普及率を算出します。 

 

都市ガス普及率が入力されると、入力欄の右に自自治体の都市ガス消費量（２人以上の世帯

当たり）が表示されます。①で算出した県庁所在地の都市ガス消費量の値を、県庁所在地及

び自自治体の都市ガス普及率の割合で按分して算出されています。 

 

また、県庁所在地の都市ガス消費量から、自自治体の都市ガス消費量を引いた値が、「都市

ガスから LP ガス、灯油への振替分」として、一番右のセルに表示されます。 

 

 

 

 

ii. LP ガスと灯油への、都市ガス消費量の差の振り替え 

灯油を暖房用途、LP ガスを暖房用途以外と仮定して、都市ガス月別購入金額から、暖房用

とそれ以外の用途の比率を算出し、その比率を元にⅰ.で推計した都市ガス消費量の差を LP

ガスと灯油に振り替えます。 

 

(ア) LP ガスと灯油に振り分ける場合 

『1.LP ガスと灯油に振り替える』にチェックをし、家計調査月報

（http://www.stat.go.jp/data/kakei/mr_h2201.htm）から、該当年の 12 ヶ月分の「第

４－１表 都市階級・地方・都道府県庁所在市別１世帯当たりの支出金額，購入数量及び平

均価格」をダウンロードし、県庁所在地の 2 人以上の世帯の都市ガスの 12 か月分の「月別」

購入金額を入力します。 

 

県庁所在地の都市ガス消費量を、

県庁所在地と自自治体の都市ガス

普及率で按分 都市ガス消費量

の差（=振替分） 
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<入手方法> 
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２人以上の世帯当たりの都市ガス月別購入金額を入力すると、月別購入金額が平均単価で除

され、右の欄に月別消費量が表示されます。 

 

都市ガスを暖房用以外に使用する期間（中間期：5、6、10、11 月）の都市ガス平均消費

量を、暖房使用期間（12～4 月）の都市ガス消費量から引いた分を、暖房使用期間の暖房用

（＝灯油振替分）都市ガス消費量として推計します。 

また、暖房使用期間の都市ガス消費量から、暖房用の都市ガス消費量を引いた分を、暖房用

以外（＝LP ガス振替分）都市ガス消費量として推計します。 

なお、暖房を使用していない期間（5～11 月）については、都市ガス振替分は全て LP ガ

ス振替分として推計されています。 

 

入力 

『1.LP ガスと灯油に振り替える』にチェック 
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LPガス振替分と灯油振替分の都市ガス消費量の1年分の合計値の割合をもとに按分を行い、

LP ガス振替分と灯油振替分として算出します。 

 

 

 

(イ) 全て LP ガスに振り分ける場合 

都市ガス振替分をすべて LP ガスに振り分ける場合は、『2.全て LP ガスに振り替える』に

チェックをします。 

暖房用と暖房以外分の都市ガス

消費量の合計値の比で按分する 

0 
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ⅰ.で算出された、都市ガスから LP ガス、灯油への振替分（Nm3/世帯）を熱量変換した値

（GJ/世帯）が、全て LP ガス振替分として入力されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 自自治体における 2 人以上の世帯のエネルギー消費量原単位の推計 

本マニュアル①～③の結果をもとに、自自治体における 2 人以上の世帯のエネルギー消費

量原単位（世帯当たり）を推計します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

『2.全て LP ガスに振り替える』にチェック 

すべて LP ガス振替

分として算出される 

自自治体の 2 人以上世帯のエネルギー消費量原単位の算出 

都市ガス（m3）= 自自治体都市ガス消費量（m3） 

LP ガス（t）= 県庁所在地の LP ガス消費量（t）+  LP ガス振替分 

灯油（ℓ）= 県庁所在地の灯油年間購入量（ℓ）+ 灯油振替分 
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 総世帯のエネルギー消費量原単位（世帯当たり）の推計 2)

① 自自治体の推計年度における総世帯数及び単身世帯数の把握 

総世帯数と単身世帯数より、単身世帯の割合を算出します。自自治体の推計対象年度におけ

る総世帯数及び単身世帯数を入力します。 

推計対象年度における総世帯数及び単身世帯数を把握していない場合には、「国勢調査」よ

り自自治体の総世帯数及び単身世帯数を入手します。 

（http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/） 

 

<国勢調査より入手する場合の入手方法> 
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② 総世帯における世帯当たりのエネルギー消費原単位（世帯当たり）の推計 

①で入力した総世帯数及び単身世帯数から単身世帯割合を算出し、1 から単身世帯の割合を

引いた値を 2 人以上の世帯割合とします。 

 

 

 

「第 7 表 世帯の種類(2 区分)，施設等の世帯の種類

(6 区分)，世帯人員(10 区分/4 区分)別世帯数，世帯

人員及び 1 世帯当たり人員」を CSV 形式でダウンロ

ードし、自自治体の（総数）世帯数を総世帯数として

入力し、(一般世帯）世帯数，世帯人員が 1 人を単身

世帯数として入力します。 
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単身世帯におけるエネルギー消費量は 2 人以上の世帯におけるエネルギー消費量の 1/2 と

仮定したうえで、上記で算出した 2 人以上世帯割合及び単身世帯割合と、1）④で算出した

自自治体の 2 人以上世帯のエネルギー消費原単位を使用し、自自治体の総世帯のエネルギー

消費量原単位を算出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 エネルギー種別エネルギー消費量の推計 3)

① 自自治体の都市ガス、LP ガス、灯油消費量の推計 

2）①で入手した自自治体の総世帯数に、2）②で推計した総世帯のエネルギー消費量原単

位を乗算し、都市ガス及び LP ガス、灯油の年間消費量を推計します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 自自治体の電力販売量の推計 

自自治体における電力供給会社から電力排出係数及び自自治体の家庭用電力販売量を入手

し、入力します。電力排出係数は、実排出係数を使用しますが、電気事業者の係数改善努力

を反映する場合には調整後排出係数を使用します。また特定の年度における排出係数を固定

的に用いて参考として評価することも考えられます。 

 

 

 

総世帯のエネルギー消費量原単位の算出 

[2 人以上世帯のエネルギー消費量原単位 × 2 人以上世帯割合] 

 + [2 人以上世帯のエネルギー消費量原単位 × 1/2 × 単身世帯割合] 
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複数の電力種から合算する場合には、画面右のセルに入力します。右のセルに電力販売量と

して算出されるので、その値を家庭用電力販売量に入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 家庭用都市ガス販売量の補正【任意】 4)

自自治体における家庭用都市ガス販売量が入手可能な場合は、3）で推計した都市ガスの消

費量を販売量に置き換えます。 

都市ガス補正の有無を 2.にチェックした上で、都市ガス供給会社から入手した家庭用都市

ガス販売量及び単位発熱量を入力してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 エネルギー消費量、ＣＯ２排出量の推計結果 5)

1）～4）の手順で入力されたデータより、民生家庭部門の推計結果が表示されます。 

 

 

  

『2.都市ガス補正する』にチェック 
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4.3 民生業務部門 

 推計方法概要 4.3.1

 民生業務部門の積上法（標準型）では、既存統計から対象自治体における用途別延床面積

を推計し、これに用途別エネルギー種別消費原単位を乗じて用途別エネルギー消費量を算出

します。また、実行計画（事務事業編）で対象自治体の事務分のエネルギー消費量実績値を

把握している場合にはこれを置き換えます。さらに電力、都市ガスの商業用販売量が得られ

る場合には、これで補正します。 
 

 
図 4-6 民生業務部門の積上法（標準型）推計フロー 

①民間建物の用途別延床面積の入力（または推計）
②公共建物の用途別延床面積の入力（または推計）

１）自自治体の用途別延床面積の入力（または推計）

３）～５）で推計や補正等を行ったエネルギー種別エネルギー消費量に、エネルギー種別CO2排出係数を乗算し、用
途別CO2排出量を推計

３）自自治体の用途別エネルギー種別エネルギー消費量の推計

１）で入力または推計した用途別延床面積に、２）で入力した用途別エネルギー種別エネルギー消費量原単位を乗
算し、用途別エネルギー種別エネルギー消費量を推計

６）自自治体の用途別CO2排出量の推計

４）自自治体分の公共施設のエネルギー消費量（事務事業編）の適用【任意】

実行計画（事務事業編）で自自治体分の事務分のエネルギー消費量（市区町村立施設、一部事務組合
立施設におけるエネルギー消費量）を把握している場合には、３）で推計した市区町村、一部事務組分
のエネルギー消費量を置き換え

５）電力、都市ガス販売量の補正【任意】

自自治体の業務部門の電力、都市ガス販売量が入手可能な場合には、３）で推計した消費量を販売量
で置き換え

用途ごとのエネルギー種別エネルギー消費量原単位（延床面積１m2当たりのエネルギー消費量）の入力

２）用途別エネルギー種別エネルギー消費量原単位の入力

原単位作成【任意】

エネルギー・経済統計要覧（（財）日本エネルギー経済研究所）から用途別エネルギー種別エネルギー
消費原単位を作成

77 

 
 



 推計にあたって使用する延床面積とエネルギー種別エネルギー消費原単位の用途区分は、

手引きでは次の 8 区分が想定されています。 

 

表 4-6 手引きで想定している民生業務部門の用途区分（業種名） 

 

  

本ツールでは、この 8 区分の他、地方公共団体が任意の用途区分で延床面積とエネルギー

種別エネルギー消費原単位を入力、推計できます。また、統計データを用いて８区分のエネ

ルギー種別エネルギー消費原単位を推計する「原単位作成」シートも付属しています。 

 

 民生業務部門の「入力・推計」シートは 2 種類あり、「入力・推計①」シートは用途区分

別（8 区分または任意の区分数）の延床面積とエネルギー種別エネルギー消費量を自ら把握

している場合、「入力・推計②」シートは把握していない場合に使用します。「入力・推計②」

シートでは、各統計からデータを入力することで自自治体の８区分の延床面積を推計します。 

 どちらのシートを用いて推計を行うかを決定する判断フローは次図の通りです。 
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図 4-7 民生業務部門の推計方法判断フローと「入力・推計」シートの関係 

 

 

 用途区分別の面積推計方法 1)

 ここでは「入力・推計②」シートを使用する場合、すなわち 8 区分の延床面積を各統計か

ら推計する方法について手引きを補足します。なお、本ツールは「入力・推計②」シートで、

次に示す方法に基づいて推計を行いますが、用途別の延床面積の推計方法は複数あります。

次に示す方法は、可能な限り公表されている統計から延床面積を推計することを優先してい

ます。 

 

用途区分別の面積は、学校を除く民間施設については固定資産の価格等の概要調書（以下、

「概要調書」という）から面積を取得し、民間の学校、及び公共施設については学校基本調

査、公共施設状況調、国有財産一件別情報等から面積を取得します。これらの情報のうち 8

区分に分けられない用途については、エネルギー・経済統計要覧（（財）日本エネルギー経済

研究所）に掲載されている全国の業務部門業種別延床面積で按分してこれを求めます。具体

的には次の手順で推計します。 

 

（１）概要調書の事務所・銀行・店舗、百貨店を合算した面積から、商業統計の小売業の面

積を減算します。商業統計の小売業の面積を卸・小売業の用途面積と見なします。 

（２）（１）で概要調書から小売業を除算した面積に、公共施設の事務所ビル用途として、公

共施設状況調から本庁舎、支所・出張所、国有財産一件別情報から事務庁舎、庁舎、都道府

県施設の情報から事務庁舎の面積を加算します。この面積をエネルギー・経済統計要覧（（財）

日本エネルギー経済研究所）に掲載されている全国の業務部門業種別延床面積で按分し、事

務所ビル、飲食店の用途面積をそれぞれ求めます。 

手引きで示されている用途区分
事務所ビル ホテル・旅館
卸・小売業 劇場・娯楽場
飲食店 病院・医療機関
学校・試験教育機関 その他サービス業

１）自自治体の用途別延床面積の入力

２）用途別エネルギー種別エネルギー消費量原単位の設定

３）自自治体の用途別エネルギー種別エネルギー消費量の推計

４）公共施設分（事務事業編）の適用【任意】

５）電力・都市ガス販売量の補正【任意】

６）用途別エネルギー種別CO2排出量の推計

把握
把握して

１）自自治体の用途別延床面積の入力

２）用途別エネルギー種別エネルギー消費量原単位の設定

⇒統計データを使用して原単位を算出
３）自自治体の用途別エネルギー種別エネルギー消費量の推計

４）公共施設分（事務事業編）の適用【任意】

５）電力・都市ガス販売量の補正【任意】

６）用途別エネルギー種別CO2排出量の推計

１）自自治体の用途別延床面積の推計

⇒統計データを使用して用途別延床面積を推計
２）用途別エネルギー種別エネルギー消費量原単位の設定

⇒統計データを使用して原単位を算出
３）自自治体の用途別エネルギー種別エネルギー消費量の推計

４）公共施設分（事務事業編）の適用【任意】

５）電力・都市ガス販売量の補正【任意】

６）用途別エネルギー種別CO2排出量の推計

入力・推計① 

シートを使用 

入力・推計② 

シートを使用 
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（３）学校の面積は概要調書に含まれないため、学校基本調査や各自治体が把握している情

報から学校数を把握します。民生部門エネルギー消費実態調査 業務部門編２（2002 年）

より、学校あたり平均床面積を求め、学校数に乗じて学校の延床面積とします。これに公共

施設状況調の保育所の面積、都道府県施設の保育所の面積、国有財産一件別情報から試験研

究施設の面積を加算し、学校・試験研究機関用途の面積とします。 

（４）公共施設状況調から、病院の病床数、診療所の箇所数を把握し、民生部門エネルギー

消費実態調査 業務部門編１（2001 年）より病床数あたり、診療所数あたりの平均床面積

をそれぞれ求め、これに乗じて病院と診療所の用途面積とします。またこのうち民間の病院

面積を、概要調書の旅館・料亭・ホテル、劇場・病院、公衆浴場、その他面積の合算値から

減算します。 

（５）（４）で概要調書から民間の病院面積を減算した面積に、公共施設のその他サービス業

用途として、公共施設状況調から本庁舎、支所・出張所、保育所以外の施設面積を、国有財

産一件別情報から事務庁舎、庁舎、試験研究施設以外の施設面積を、都道府県施設の情報か

ら事務庁舎以外の施設面積をそれぞれ加算します。この面積をエネルギー・経済統計要覧（（財）

日本エネルギー経済研究所）に掲載されている全国の業務部門業種別延床面積で按分し、ホ

テル・旅館、劇場・娯楽場、その他サービス業の用途面積をそれぞれ求めます。 

 

表 4-7 全国の業務部門業種別延床面積の比率（2011 年度） 

1 2 3 4 5 6 7 8 

事務所ビ

ル 
飲食店 

卸・小売

業 

学校・試

験研究機

関 

病院・医

療関係施

設 

ホテル・

旅館 

劇場・娯

楽場 

その他サ

ービス業 

26% 4% 26% 20% 6% 5% 2% 12% 

出典：（財）日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」より作成 
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図 4-8 用途区分別面積の推計フロー（市区町村の場合） 

 
 
 
 
 

 

固定資産の価格等の概要調書（民間施設面積）
木造 事務所・銀行・店舗 旅館・料亭・ホテル 劇場・病院 公衆浴場
木造
以外

事務所・店舗・百貨店・
銀行 病院・ホテル その他

1 2 3 4 5 6 7 8

事務所ビ
ル 飲食店 卸・小売

業
学校・試
験研究機
関

病院・医
療関係施
設

ホテル・
旅館

劇場・娯
楽場

その他
サービス
業

②商業統計

小売業
売場面積

（１）小売業面積を減算

公共施設
状況調べ

本庁舎、支
所・出張所 学校基本調査 自治体の情報

幼稚園、小学校、
中学校、高等学
校、特別支援学
校、専修学校、
各種学校

中等教育学校、
高等専門学校、
短期大学、大
学・大学院

（２）公共施
設の事務所ビ
ル用途面積を
加算

公共施設
状況調べ

保育所

国有財産

試験研究施設

公共施設
状況調べ

その他の施設（本庁
舎、支所・出張所、
保育所以外）

国有財産
その他施設（事務庁
舎、庁舎、試験研究

施設以外）
国有財産

事務庁舎、庁舎

公共施設
状況調べ

病院、診療所
（市町村立施

設）

病院、診療所
（市町村立以
外の施設）

民間の病院

都道府県の
情報

事務庁舎、庁舎

都道府県の情報
その他施設

按分 按分

（３）学校数に学校あたり
平均床面積を乗算し、
保育所、試験研究施設
の面積を加算

（４）病院の病床数、
診療所の箇所数に病床数
あたり、診療所箇所数
あたり平均床面積を乗算
し、病院用途面積を
求める。
民間病院分を減算する。

（５）公共施設の
その他サービス業
用途面積を加算都道府県の情報

保育所
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表 4-8 1 校舎あたり床面積 

1 校舎あたり床面積（㎡/校） 対応する学校種別 

幼稚園 1,131  幼稚園 

小学校 5,210  小学校 

中学校 5,922  中学校 

高等学校 10,325  
高等学校 全日制・定時制、高等専門学校、専修

学校 

小・中・高の加重平均 7,945  特別支援学校、各種学校、中等教育学校 

短大 12,790 短期大学 

大学 42,911  大学・大学院 

出典：民生部門エネルギー消費実態調査 業務部門編２（2002 年）より作成 

 

表 4-9 1 病床当たり、1 診療所あたり平均床面積 

病院 １病床あたり平均床面積 52.2 m2/床 

診療所 1 診療所あたり平均床面積 150 m2/所数 

出典：民生部門エネルギー消費実態調査 業務部門編１（2001 年）より作成 

 

 事務事業編の扱い 2)

実行計画（事務事業編）において自自治体のエネルギー使用量を把握している場合には、

これを推計結果と差し替えます。事務事業編のエネルギー使用量と差し替える対象用途区分

は市区町村分の面積を分けて把握しておく必要があります。具体的な用途区分は以下の通り

です。なお、一部事務組合のエネルギー使用量を個別に把握している場合には合わせて差し

替えを行います。 

 

表 4-10 市区町村立と一部事務組合立の用途区分別床面積の把握方法 

用途区分 市区町村立施設の面積把握 一部事務組合立施設の面積把握 

事務所ビル 公共施設状況調  

学校・試験研究機関 自治体の情報から把握 

病院・医療関係施設 公共施設状況調 自治体の情報から把握 

その他サービス業 公共施設状況調 
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 使用するデータ 4.3.2

 

No データの種類 統計名等 データの入手方法 更新頻度 

1 
電気事業別排

出係数 

算定省令に基づく電気事業者

毎の実排出係数 

Web サイトより

入手可能 
毎年 

2 

全国の用途別

の延床面積１

㎡当たりのエ

ネルギー消費

量原単位 

自治体が独自に把握するデー

タ 
自治体が所有 - 

（財）日本エネルギー経済研究

所「エネルギー・経済統計要覧」 
書籍 毎年 

（財）日本エネルギー経済研究

所「民生部門のエネルギー消費

実態調査について」（2004 年） 

（財）日本エネル

ギー経済研究所Ｗ

ｅｂサイト 

- 

（一社）日本サステナブル建築

協会「非住宅建築物の環境関連

データベース」 

（一社）日本サス

テナブル建築協会

Ｗｅｂサイト 

不定期 

（一社）日本ビルエネルギー総

合管理技術協会「建築物エネル

ギー消費量調査報告」 

（一社）日本ビル

エネルギー総合管

理技術協会Ｗｅｂ

サイト 

毎年 

3 

自自治体（市

区町村・一部

事務組合）分

の公共施設の

エネルギー消

費量 

自治体独自データ（実行計画

（事務事業編）の事務分） 
自治体が所有 - 

4 

自自治体の業

務用電力販売

量 

電力供給会社提供データ 電力会社より提供 毎年 

5 

ガス供給会社

の発熱量 

自自治体の業

務用都市ガス

販売量 

ガス供給会社提供データ 
ガス供給会社より

提供 
毎年 

6 

自自治体の建

物用途別の延

床面積 

固定資産の価格等の概要調書

（自自治体分） 
自自治体が所有 毎年 

7 

自自治体の小

売業計の売場

面積 

商業統計調査確報 
Web サイトより

入手可能 

3 年おき（最新

は平成 19 年） 

8 
自自治体の公

共施設の面積 

公共施設状況調経年比較表（市

町村） 

Web サイトより

入手可能 
毎年 
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No データの種類 統計名等 データの入手方法 更新頻度 

自治体独自データ 自治体が所有 - 

9 

病院の病床数

および診療所

の施設数 

公共施設状況調経年比較表（市

町村） 

Web サイトより

入手可能 
毎年 

10 

自自治体の都

道府県施設の

面積 

自治体独自データ 自治体が所有 - 

11 
自自治体の国

施設の面積 
国有財産に関する情報 

Web サイトより

入手可能 

毎年（過去 2 年

分公開） 

12 
自自治体の学

校数 

学校基本調査（市町村別集計） 
Web サイトより

入手可能 
毎年 

自治体独自データ 自治体が所有 - 
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 ツールの使用方法：「原単位作成」シート 4.3.3

 「原単位作成」シートは、手引きに示された用途の８区分についてエネルギー・経済統計

要覧（（財）日本エネルギー経済研究所）の各年度の用途別エネルギー消費量からエネルギー

種別原単位を作成するシートです。エネルギー種別原単位は「入力・推計」シートに手入力

するため、自ら把握している場合は、「原単位作成」シートは使用不要です。 

 

 用途別エネルギー消費原単位のエネルギー種別内訳の取得 1)

エネルギー・経済統計要覧（（財）日本エネルギー経済研究所）の各年度の用途別エネルギ

ー消費量のデータにはエネルギー種別の比率が無いため、別途「民生部門のエネルギー消費

実態調査について」（（財）日本エネルギー経済研究所 2004 年）より用途別のエネルギー

消費原単位のエネルギー種別内訳を取得します。「原単位作成」シートにはあらかじめ該当デ

ータが入力されていますので、入力は不要です。 

 

 

 
 用途別エネルギー消費原単位の算出 2)

エネルギー・経済統計要覧（（財）日本エネルギー経済研究所）から業務部門用途別エネル

ギー消費量及び業務部門業種別延床面積を入力します。 

「原単位作成」シートにはあらかじめ 2011 年度の値が入力されていますが、推計対象年度

の値を出典より入力してください。 

「業務部門用途別エネルギー消費量」は、上記の「Ⅲ．最終需要部門別エネルギー需要 3.

業務部門 （4）業務部門業種別エネルギー消費量」に掲載されている、該当年度の業種別

消費量を入力してください。 

「業務部門業種別延床面積」は、「Ⅱ．最終需要部門別エネルギー需要 3．業務部門 （7）

業務部門業種別延床面積」に掲載されている、該当年度の業種別延床面積を入力してくださ

い。 

所定のセルに入力されると、用途別エネルギー消費原単位（GJ/ｍ2）が算出されます。 
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 用途別エネルギー種別エネルギー消費原単位の算出 3)

2）で算出した用途別エネルギー消費原単位を、1）のエネルギー種別内訳の比率で按分し、

用途別エネルギー種別エネルギー消費原単位が算出されます。 
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 ツールの使用方法：標準型① 延床面積を把握している場合 4.3.4

 標準型①は、各用途区分の延床面積を自ら把握している場合の推計方法で「入力・推計①」

シートを利用します。「入力・推計①」シートの入力の前に、「使用するデータ」シートで推

計方法①が選択されていることを確認してください。 

 

 

 自自治体の用途別延床面積の入力 1)

自自治体の民間建物および公共施設の用途別延床面積を入力します。公共施設は、市区町

村、一部事務組合、都道府県、国ごとに用途別延床面積を入力します。 

4）で自自治体（市区町村・一部事務組合）分の公共施設のエネルギー消費量（事務事業

編）の適用を行う場合には入力不要です。 

用途区分はあらかじめ手引きに示されている８区分が入力されておりますが、独自の用途

区分を使用する際には上書きしてください。最大で 25 区分の用途区分を入力できます。 

 

 

 
 用途別エネルギー種別エネルギー原単位の入力 2)

用途別エネルギー種別の延床面積 1ｍ2 当たりのエネルギー消費量を入力します。 

電気・都市ガス以外のエネルギー種を入力する場合には、プルダウンからエネルギー種を選

市区町村 一部事務組合 都道府県

事務所ビル 2,500,000 1,000,000 300,000 200,000 300,000 4,300,000 m2

飲食店 150,000 0 0 0 0 150,000 m2

卸・小売業 500,000 0 0 0 0 500,000 m2

学校・試験研究機関 300,000 200,000 0 100,000 50,000 650,000 m2

病院・医療関連施設 150,000 100,000 0 100,000 70,000 420,000 m2

ホテル・旅館 750,000 0 0 0 0 750,000 m2

劇場・娯楽場 20,000 0 0 0 0 20,000 m2

その他のサービス業 250,000 20,000 0 0 0 270,000 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

0 m2

用途計 4,620,000 1,320,000 300,000 400,000 420,000 7,060,000 m2

※用途区分はあらかじめ手引きに示された8区分が入力されていますが、独自の用途区分を使用する場合には上書きしてください。

国
民間建物

用途区分※ 延床面積計

延床面積 （m2）

地方公共団体

公共施設

「使用するデータ」シート 

推計①にチェック 
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択します。延床面積 1ｍ2 当たりのエネルギー消費量は熱量（GJ）で入力してください。 

用途別エネルギー種別エネルギー原単位を自自治体で独自に把握している場合は、その値を

入力します。 

手引きで示された用途区分（８区分）を使用し、かつ自らエネルギー種別エネルギー消費

量原単位を把握していない場合には、「4.3.3 原単位作成シート」でエネルギー消費原単位

を算出し、転記にて入力してください。 

 

 

 

 自自治体の用途別エネルギー種別エネルギー消費量の推計 3)

1）で推計した自自治体の用途別延床面積に、2）の用途別エネルギー種別エネルギー消費

量原単位を乗算し、エネルギー消費量を推計します。 

民間建物、公共施設（市区町村、一部事務組合、都道府県、国）ごとの、用途別エネルギ

ー種別エネルギー消費量が算出されます。 
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 自自治体分の公共施設のエネルギー消費量(事務事業編)の適用【任意】 4)

実行計画（事務事業編）で自自治体分の事務・事業分のエネルギー消費量の実績値を把握

している場合には、このうち事務分（市区町村立施設、一部事務組合立施設におけるエネル

ギー消費量）を３）で推計した市区町村分、一部事務組合分のエネルギー消費量に置き換え

ます。エネルギー消費量は、電気のみ固有単位（kWh）の値を入力し、電気以外は GJ に変

換した値を入力してください。 

市区町村立分のみ把握している場合には、以下のプルダウンで「2」を選択し、市区町村

分のエネルギー種別エネルギー消費量を入力します。 

 

市区町村立と一部事務組合、両方のエネルギー消費量を把握している場合には、以下のプ

ルダウンで「3」を選択し、市区町村分と一部事務組合分それぞれのエネルギー種別エネル

ギー消費量を入力します。 

 
 

市区町村分と一部事務組合分のエネルギー消費量を入力後、以下に市区町村と一般事務組

合の値が差し替えられたエネルギー種別エネルギー消費量が算出されます。なおエネルギー

消費量が入力されていてもプルダウンが正しく選択されていないと差し替えられませんので

注意してください。 

 

『3.市区町村及び一般事務組合分のエネルギー消費

量を把握している』にチェック 

『2.市区町村分のエネルギー消費量を把握している』

にチェック 

入力 

入力 
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 電力・都市ガス販売量の補正【任意】 5)

自自治体における業務部門の電力販売量（都市ガス販売量）が入手可能な場合には、業務

部門の電力販売量（都市ガス販売量）を入力し、３）で推計した電力消費量（都市ガス消費

量）を販売量で置き換えます。販売量が入力されていてもプルダウンが正しく選択されてい

ないと差し替えられませんので注意してください。 

 

 

ただし、４）で地方公共団体分のエネルギー消費量の置き換えを行った場合には、電力販

売量（都市ガス販売量）から地方公共団体分の電力消費量（都市ガス使用量）の実績値を差

し引いた上で、地方公共団体以外の設置者に販売量を按分し、置き換えます。 

 設置者ごとに置き換えた後、3）で推計した設置者ごとの用途別エネルギー種別エネルギ

ー消費量で用途別に按分します。 

 
  

電力 都市ガス 

 

『2.補正する』に

チェックし、入力 

  

設置者ごとのエネルギー種別エネルギー消費量を 3）で按分した設置者ごとの

用途別エネルギー種別エネルギー消費量で、用途ごとに按分された値が表示 

3）で推計した設置者ごとの電力使用量（都市

ガス使用量）の比率で按分し、置き換える 
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 用途別エネルギー種別 CO2排出量の推計 6)

① 電力排出係数の入力 

自自治体の電力事業者の電力の実排出係数を入力します。電力排出係数は、実排出係数を使

用しますが、電気事業者の係数改善努力を反映する場合には調整後排出係数を使用します。

また特定の年度における排出係数を固定的に用いて参考として評価することも考えられます。 

 

 
 

② 自自治体の用途別 CO2排出量の推計 

３）～５）で推計や補正等を行ったエネルギー種別エネルギー消費量に、エネルギー種別

CO2 排出係数を乗算し、用途別 CO2排出量を推計します 

なお、４）で自自治体分の公共施設（市区町村立施設、一部事務組合施設）のエネルギー

使用量（事務事業編）を適用した場合は、用途別の CO2 排出量は推計せず、「合計」欄にの

み計上します。 

 

 

  

用途別 CO2 排出量を推計後、下に用途区分、

設置者ごとの CO2 排出量が整理される 
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 ツールの使用方法：標準型② 延床面積を把握していない場合 4.3.5

 標準型②は、各用途区分の延床面積を統計等から推計する方法で「入力・推計②」シート

を利用します。「入力・推計②」シートの入力の前に、「使用するデータ」シートで推計方法

②が選択されていることを確認してください。 

 
 

 自自治体の用途別延床面積の推計 1)

① 自自治体にある民間建物の延床面積の入力 
「固定資産の価格等の概要調書」から自自治体にある民間建物の用途ごとの延床面積を入

力します。「固定資産の価格等の概要調書」の公開・非公開の状況は自治体によりますが、各

自治体で必ず所有している資料です。 

 

また小売業について、「商業統計調査確報」 

（http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/index.html）から小売業の売場面積

を自自治体の小売業の売場面積として入力します。 

 

<小売業の売り場面積の入手方法> 

「使用するデータ」シート 

推計②にチェック 
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② 自自治体にある市区町村立施設及び病院・診療所の延床面積の入力・推計 

「公共施設状況調」（http://www.soumu.go.jp/iken/shisetsu/index.html）から自自治

体にある市区町村立及び一部事務組合立施設の延床面積等を入力します。入力する項目は九

児童福祉施設から十三その他施設までの該当する項目です。 

 

 

<公共施設状況調による入手方法> 

 

  

  

 

  

  

自自治体が区市群の場合 

自自治体が町村の場合 
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 病院及び診療所は病床数または箇所数に「病床または箇所あたりの延床面積」を乗算する

ことで、延床面積を推計します。（出所：民生部門エネルギー消費実態調査 業務部門編１

（2001 年））（82 ページ表 4-9 参照） 

 また、病院及び診療所については、「公共施設状況調」から市区町村立以外の病院及び診療

所も把握します。市区町村以外の病院及び診療所の開設者内訳を自ら把握している場合は、

あわせて入力します。一部事務組合、都道府県立、国立の病床数や箇所数の入力がない場合

は、便宜的に市町村立以外の施設を民間の施設として推計を行います。 
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 病院及び診療所以外の施設については、用途区分ごとに延床面積をまとめます。 

 

 
③ 自自治体にある都道府県立及び国立の施設の延床面積の入力 

自自治体にある都道府県立施設の用途ごとの延床面積を把握している場合には、用途区 

分ごとの延床面積を入力します。庁舎の用途区分は「事務所ビル」、試験研究機関の用途区分

は「学校・試験研究機関」、その他の施設の用途区分は「その他サービス業」と対応します。 

 

「国有財産に関する情報」（http://www.kokuyuzaisan-info.mof.go.jp/kokuyu/）から自

自治体にある国の施設の延床面積を入力します。 

国有財産区分が「宿舎」または「未入力」の場合は推計対象から外します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<「国有財産に関する情報」からの入手方法> 

  

入力 
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④ 学校の延床面積の推計 

「学校基本調査」 

（http://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa01/kihon/1267995.htm）から

把握可能な自自治体における学校区分ごとの学校数と、自ら把握している学校数を入力しま

す。 

入力した学校数に、学校区分ごとの１校あたりの延床面積を乗算することで、延床面積を

推計します。 

 

<「学校基本調査」による入手方法> 

     
自自治体にある国の施設の用途区分

ごとに「建物合計数量（延）」を合算

して入力 

住居表示 建物用途 建物合計数量 
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■幼稚園 

「公立」は「市区町村立」と「都道府県立」に分けて入力してください。 

「計」と「公立と私立の合計値」の差分を「国立」に入力してください。 

■小学校、中学校、高等学校、支援学級 

「計」と「公立」の差分を「国立」と「私立」に分けて入力してください。 

■専修学校 

「計」と「私立」の差分を「市町村立」、「都道府県立」、「国立」に分けて入力して

ください。 

■各種学校 

「計」と「私立」の差分を「市町村立」と「都道府県立」に分けて入力してくだ

さい。 

 

※学校数の内訳が不明な場合には、いずれかの設置者に合計を寄せて入力してく

ださい。（例：「公立」の学校数を「市区町村立」の学校数に寄せる） 
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次に、学校基本調査で把握されていない学校区分（中等教育学校、高等専門学校、短期大

学、大学・大学院）の学校数を入力します。自自治体の所有するデータから入力してくださ

い。 

 

 入力された学校数に、学校区分ごとの１校あたりの延床面積（出所：民生部門エネルギー

消費実態調査 業務部門編 2 （2002 年））（82 ページ表 4-8 参照）を乗算し、学校の延

床面積を算出します。 

 

 
 

 

⑤ 用途ごとの延床面積の推計 

①～④で入力・推計した延床面積を基に、用途ごとの延床面積を推計します。 

用途ごとの延床面積を推計するために、「事務所ビル」と「飲食店」の按分比率及び「ホテ

ル・旅館」と「劇場・娯楽場」と「その他サービス業」の按分比率を入力します。 

 

自自治体における按分比率を把握していない場合には、「エネルギー・経済統計要覧（（財）

日本エネルギー経済研究所）の業務部門業種別延床面積」を入力し、按分比率を作成します。 

「入力・推計②」シートにはあらかじめ 2011 年度の値が入力されていますが、可能な限

り推計対象年度の業種滅延床面積を入力してください。入力後、算出された按分比率をそれ

ぞれの該当セルに転記します。 

    

  

  

按分 
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事務所ビル及び飲食店については、固定資産の概要調書から、小売業（商業統計確報より

把握）を控除し、公共施設の事務所ビル分を加算した延床面積を、「事務所ビル」と「飲食店」

の按分比率によって推計します。 

①で把握した小売業の延床面積を卸・小売業の延床面積とします。 

②で把握した病院・診療所の延床面積を病院・医療関連施設の延べ床面積とします。 

④で把握した学校の延床面積に公共施設状況調の保育所、都道府県立施設の試験研究機関、

国有財産の試験研究機関の延床面積を加算し、学校・試験研究機関の延床面積とします。 

 また、ホテル・旅館、劇場・娯楽場、その他サービス業については、固定資産の概要調書

から「民間病院の延床面積」を控除し、「公共施設のその他ビル」を加算した延床面積を「ホ

テル・旅館」、「劇場・娯楽場」、「その他サービス業」の按分比率により、用途ごとの延床面

積を推計します。 
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 用途別エネルギー種別エネルギー消費量原単位（延床面積 1ｍ3当たりのエネル2)

ギー消費量）の入力 

用途ごとのエネルギー種別エネルギー消費量原単位を入力します。 

自らエネルギー種別エネルギー消費量原単位を把握していない場合には、「原単位作成」シ

ートを使用して、「エネルギー・経済統計要覧（（財）日本エネルギー経済研究所）の業務部

門業種別延床面積」からエネルギー消費量原単位を算出し、転記してください。 

 

 
 

 自自治体の用途別エネルギー種別エネルギー消費量の推計 3)

１）で推計した自自治体の用途ごと延床面積に、２）の用途ごとのエネルギー種別エネル

ギー消費量原単位を乗算し、エネルギー消費量を推計します。 

上表では設置者ごと、用途区分ごとのエネルギー種別エネルギー消費量を推計しており、

下表では、設置者ごとにまとめられたエネルギー種別エネルギー消費量を表示しています。 
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 自自治体分の公共施設のエネルギー消費量（事務事業編）の適用【任意】 4)

実行計画（事務事業編）で自自治体分の事務・事業分のエネルギー消費量の実績値を把握

している場合には、このうち事務分（市区町村立施設、一部事務組合立施設におけるエネル

ギー消費量）を３）で推計した市区町村分、一部事務組合分のエネルギー消費量に置き換え

ます。エネルギー消費量は、電気のみ固有単位（kWh）の値を入力し、電気以外は GJ に変

換した値を入力してください。 

市区町村立分のみ把握している場合には、以下のプルダウンで「2」を選択し、市区町村

分のエネルギー種別エネルギー消費量を入力します。 

 

市区町村立と一部事務組合、両方のエネルギー消費量を把握している場合には、以下のプ

ルダウンで「3」を選択し、市区町村分と一部事務組合分それぞれのエネルギー種別エネル

ギー消費量を入力します。 

 
 

市区町村分と一部事務組合分のエネルギー消費量を入力後、以下に市区町村と一般事務組

合の値が差し替えられたエネルギー種別エネルギー消費量が算出されます。なおエネルギー

消費量が入力されていてもプルダウンが正しく選択されていないと差し替えられませんので

注意してください。 

 

『3.市区町村及び一般事務組合分のエネルギー消費

量を把握している』にチェック 

『2.市区町村分のエネルギー消費量を把握している』

にチェック 

入力 

入力 
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 電力、都市ガス販売量の補正【任意】 5)

自自治体における業務部門の電力使用量（都市ガス販売量）が入手可能な場合には、業務

部門の電力使用量（都市ガス販売量）を入力し、３）で推計した電力使用量（都市ガス消費

量）を置き換えます。販売量が入力されていてもプルダウンが正しく選択されていないと差

し替えられませんので注意してください。 

 

 
ただし、４）で地方公共団体分のエネルギー消費量の置き換えを行った場合には、電力販

売量（都市ガス販売量）から地方公共団体分の電力消費量（都市ガス使用量）の実績値を差

し引いた上で、地方公共団体以外の設置者に販売量を按分し、置き換えます。 

 設置者ごとに置き換えた後、3）で推計した設置者ごとの用途別エネルギー種別エネルギ

ー消費量で用途別に按分します。 

 

 自自治体の用途別 CO2 排出量の推計 6)

① 電力排出係数の入力 
自自治体の電気事業者の電力の実排出係数を入力します。電力排出係数は、実排出係数を

電力 都市ガス 

 

『2.補正する』に

チェックし、入力 

  

3）で推計した設置者ごとの電力使

用量（都市ガス販売量）で按分 

設置者ごとのエネルギー種別エネルギー消費量を 3）で按分した設置者ごとの

用途別エネルギー種別エネルギー消費量で、用途ごとに按分された値が表示 
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使用しますが、電気事業者の係数改善努力を反映する場合には調整後排出係数を使用します。

また特定の年度における排出係数を固定的に用いて参考として評価することも考えられます。 

 

 
 

② 自自治体の用途別 CO2排出量の推計 

３）～５）で推計や補正等を行ったエネルギー種別エネルギー消費量に、エネルギー種別

CO2 排出係数を乗算し、用途別 CO2 排出量を推計します。 

なお、４）で自自治体分の公共施設（市区町村立施設、一部事務組合施設）のエネルギー

使用量（事務事業編）を適用した場合は、用途別の CO2 排出量は推計せず、「合計」欄にの

み計上します。 

 
 

 

 

 

  

 設置者ごとの用途別 CO2 排出量 

 用途区分、設置者ごとの CO2 排出量 
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5. 付録：推計方法の解説 

本章は本ツールの推計方法の解説です。内容は手引きに準じていますが、推計過程の計算

を具体的に立式して掲載しています。本稿を読まなくともツールを使用いただけますが、ツ

ールの計算過程を理解しやくなります。手引きとあわせて参照ください。 

 

5.1 製造業（産業部門） 

 標準型 5.1.1

 業種別エネルギー種別エネルギー消費原単位の推計 1)

製造業のエネルギー種別・業種別エネルギー消費量を業種別製造品出荷額で除算します。 

i

ji

P
E

全　

全　
　エネルギー消費原単位業種別エネルギー種別

,=   式 5.1-① 

記号 定義 

E 全 i , j 全国の業種別エネルギー種別エネルギー消費量 

P 全 i  全国の業種別製造品出荷額 

i 業種 

ｊ エネルギー種別 

 

 業種別エネルギー種別消費量の推計 2)

１）で作成した業種別エネルギー種別エネルギー消費原単位に当該自治体の業種別製造品

出荷額を乗算します。 

i
i

ji
ji P

P
E

E 自　

全　

全　

自　 　　　　　 ×= ,
,       式 5.1-② 

記号 定義 

E 自 i , j 当該自治体の業種別エネルギー種別エネルギー消費量 

P 自 i  当該自治体の業種別製造品出荷額 

 

 電力、都市ガス販売量の補正【任意】 3)

電力や都市ガスの販売量が別途入手可能な場合には、２）で作成した電力や都市ガスの業

種別消費量を入手した販売量に置き換えます。加えて、都市ガスについては販売量と２）で

作成した消費量の差を他のエネルギー種別に割り振る必要があります。 

ii
i

i

ii
i

i
jiji

EP
P

E

EP
P

E
EE

自都市ガス販　自　

全　

都市ガス全　

自電販　自　

全　

電力全　

自　自　

）　　　（　　　　　

）　　　（　　

+×−

+×−=

,

,
,,

 式 5.1-③ 
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記号 定義 

E 全 i , 電力 全国の業種別電力消費量 

E 全 i , 都市ガス 全国の業種別都市ガス消費量 

Ｅ自電販 i 当該自治体の業種別電力販売量 

Ｅ自都市ガス販 i 当該自治体の業種別都市ガス販売量 

 

 業種別 CO2排出量の推計 4)

２）で作成した業種別エネルギー種別消費量にエネルギー種別 CO2 排出係数を乗算し、業

種別 CO2 排出量を算出します。 

 

∑ ×=
j

jjii CEFEEM )(1 ,自　自　 　　　      式 5.1-④ 

記号 定義 

EM1 自 i 当該自治体の業種別 CO2 排出量（製造品出荷額ベース） 

CEFｊ エネルギー種別二酸化炭素排出係数 

 

 温対法特定事業所排出量の使用【任意】 5)

温対法特定事業所の製造品出荷額がアンケート調査等で入手可能な場合には、当該自治体

の温対法特定事業所の製造品出荷額と当該自治体の業種別製造品出荷額の比により業種別

CO2 排出量を按分し、当該自治体の温対法特定事業所分の CO2 排出量を置き換えます。 



















×−+=

i

iSHK
iiSHKii P

P
EMEMEMEM

自　

　自
自　　自自　自　 　　　 112  式 5.1-⑤ 

 

記号 定義 

EM2 自 i 当該自治体の業種別 CO2 排出量（製造品出荷額ベースの特定事業所補正

後） 

EM 自 SHK i 当該自治体の業種別温対法特定事業所の CO2排出量 

P 自 i 当該自治体の業種別製造品出荷額 

P 自 SHK  i  当該自治体の業種別温対法特定事業所の製造品出荷額 
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 詳細型 5.1.2

 中分類別温対法特定事業所あたりの CO2 排出量の算出 1)

① 国の中分類別エネルギー種別消費量に二酸化炭素排出係数を乗算し、全国の中分類別

CO2 排出量を算出します。 

② ①から全国の中分類別温対法特定事業所の排出量を引き算し、全国の中分類別温対法

特定事業所以外の CO2排出量を算出します。 

③ 国の中分類別事業所数から全国の中分類別温対法特定事業所数を引き算し、全国の中

分類別温対法特定事業所以外の事業所数を算出します。 

④ ②を③で除算し、中分類別温対法特定事業所あたりの CO2 排出量を算出します。 

 

）－

　

　　　　　　　　　　　　　

排出量　事業所あたりの所以外の全国の温対法特定事業

　全全

　全全　

iSHKi

ishk
j

jji

i

NN

EMCEFE

CO

(

)(

21

, 







−×

=
∑  式 5.1-⑥ 

 

 

記号 定義 

E 全 i,j 全国の業種別エネルギー種別エネルギー消費量 

CEF j エネルギー種別二酸化炭素排出係数 

EM 全 shk i 全国の業種別 SHK 対象事業所の排出量 

N 全 i 全国の業種別事業所数 

N 全 shk i 全国の業種別 SHK 対象事業所の事業所数 

i 業種 

ｊ エネルギー種別 

 

 １事業所あたりの補正係数作成 2)

「全国の１事業所あたり CO2排出量」を「当該自治体を含む都道府県の１事業所あたりの

排出量」で除算することで、補正係数を作成します。 

　
の排出量全国の１事業所あたり

の排出量府県の１事業所あたり当該自治体を含む都道
　　補正係数

i

i
i =       

式 5.1-⑦ 

　の排出量全国の１事業所あたり
　全　

全　

i

j
jji

i N

CEFE∑ ×
=

)( ,

  式 5.1-⑧ 

① ② 

③ 
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　の排出量府県の１事業所あたり当該自治体を含む都道
　

　

ip

j
jjiP

i N

CEFE∑ ×
=

)( ,

式 5.1-⑨ 

 

記号 定義 

EP i,j 当該自治体を含む都道府県の業種別エネルギー種別エネルギー消費量 

NP i  当該自治体を含む都道府県の業種別事業所数 

 

 業種別 CO2 排出量の推計 3)

２）で作成した業種別エネルギー種別消費量にエネルギー種別 CO2 排出係数を乗算し、業

種別 CO2 排出量を算出します。 

 

( )）－補正係数排出量事業所あたりの以外の全国の　

　　　

　自自　

　自自　

iSHKiii

ishki

NNCOSHK
EMEM

(21
3

××

+=

式 5.1-⑩ 

 

記号 定義 

EM3 自 i 当該自治体の業種別 CO2 排出量（事業所数ベース） 

EM 自 shk i 当該自治体の業種別温対法特定事業所の排出量 

N 自 i 当該自治体の業種別事業所数 

N 自 shk i 当該自治体の業種別温対法特定事業所の事業所数 

 

 

 

  

温対法特定事業所の CO2 排出量 

温対法特定事業所以外の CO2 排出量 
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5.2 民生家庭部門 

 

 ２人以上の世帯の都市ガス、ＬＰガス、灯油の消費量原単位（世帯当たり）の推1)

計 

■都市ガス 

①当該自治体を含む都道府県の県庁所在地の家計調査年報による２人以上の世帯当たりの

都市ガスの購入金額を平均単価で除算し、県庁所在地の２人以上の世帯当たりの都市ガ

ス購入量を算出します。 

都市ガス

県庁　都市ガス
非単身県庁　都市ガス 　　

UP
EX

U =,      式 5.2-① 

②当該自治体を含む都道府県の県庁所在地と当該自治体の都市ガスメーターの調停数と世

帯数から都市ガス普及率を算出します。 

　

　
　　

県庁

　県庁
県庁・都市ガス N

N
R meter=   

　

　
　　

自

　自
自・都市ガス N

N
R meter=      式 5.2-② 

③①の２人以上の世帯当たりの都市ガス購入量を県庁所在地と当該自治体の都市ガス普及

率で補正して当該自治体の１世帯当たりの都市ガス購入量を算出します。 

県庁・都市ガス

自・都市ガス

非単身県庁　都市ガス非単身自　都市ガス 　　　　
R
R

UU ×= ,,       式 5.2-③ 

記号 定義 

EX 県庁 都市ガス 県庁所在地の２人以上の世帯の１世帯当たりの年間都市ガス支出

金額 

UP 都市ガス 都市ガスの平均単価 

U 県庁 都市ガス,非単身 県庁所在地の２人以上の世帯の１世帯当たりの年間都市ガス消費

量（購入量） 

U 自 都市ガス,非単身 当該自治体の２人以上の世帯の１世帯当たりの年間都市ガス消費

量（購入量） 

R 県庁・都市ガス 県庁所在地の都市ガスの普及率 

R 自・都市ガス 当該自治体の都市ガスの普及率 

N 世帯数 

Nmeter 都市ガスのメーター調停数 

 

■LP ガス、灯油 

都市ガスの県庁所在地と当該自治体の普及率の差による２人以上の世帯当たりの消費量

の差を灯油と LP ガスに振替えます。その際、灯油を暖房用途、LP ガスを暖房用途以外と

して振り替えます。なおツールでは、簡易的に LP ガスのみに振り替える場合も算出可と

しています。 
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①県庁所在地における都市ガスの暖房用途、暖房用途以外の世帯当たりの消費量を推計し

ます。家計調査月報から中間期（5 月、6 月、10 月、11 月）の月別都市ガス消費量

の平均値を算出し、暖房期間（12 月～４月）の月別都市ガス消費量と中間期の月別都

市ガス消費量の平均値の差を合計し、暖房用途の世帯当たりの都市ガス消費量を算出し

ます。 

( )∑
=

=
12,4,3,2,1

,,,

,

m
m UU

U

非単身県庁・都市ガス非単身県庁・都市ガス

非単身県庁　都市ガス

－中間期月別月別　

　暖房用

  

非単身県庁　都市ガス非単身県庁　都市ガス非単身県庁　都市ガス －暖房用　　暖房用以外 ,,, UUU =

 

( )
4

12,10,6,5
,,

,

∑
== m

mU
U

非単身県庁・都市ガス

非単身県庁・都市ガス

月別

　中間期月別    式 5.2-④ 

 

②当該自治体を含む都道府県の県庁所在地の家計調査年報による２人以上の世帯当たりの

LP ガス、灯油の消費量に、①の補正を行い、当該自治体の LP ガス、灯油の１世帯当

たりの消費量を推計します。 











×+

=

県庁・都市ガス

自・都市ガス県庁・都市ガス
非単身県庁・都市ガス

非単身ガス県庁・非単身ガス自・

　　暖房用以外　　　　　　　　

　

R
RR

U

UU LPLP

-
,

,,
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     式 5.2-⑤ 

 

 

記号 定義 

U 県庁・都市ガス,非

単身,m 
県庁所在地の２人以上の世帯の１世帯当たりの月別都市ガス消費量

（購入量） 

𝑈𝑈�県庁・都市ガス,非単

身 
中間期の県庁所在地の２人以上の世帯の１世帯当たりの月別都市ガ

ス購入量の平均 

U 県庁・LP ガス,非単

身 
県庁所在地の２人以上の世帯の１世帯当たりの年間 LP ガス消費量

（購入数量） 

都市ガス→LP ガスへの振替分 

都市ガス→灯油への振替分 
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記号 定義 

U 県庁・灯油,非単身 県庁所在地の２人以上の世帯の１世帯当たりの年間灯油消費量（購

入数量） 

U 自・LP ガス,非単身 当該自治体の２人以上の世帯の１世帯当たりの年間 LP ガス消費量

（購入数量） 

U 自・灯油,非単身 県庁所在地の２人以上の世帯の１世帯当たりの年間灯油消費量（購

入数量） 

m 月 

 

 総世帯のエネルギー消費量原単位（世帯当たり）の推計 2)

１）で算出した２人以上の世帯の世帯当たりの都市ガス、LP ガス及び灯油の消費量に対

し、単身世帯の割合をもとに、総世帯のエネルギー消費量原単位を算出します。なお、家計

調査の全国平均値等をもとに、２人以上の世帯に対する単身世帯のエネルギー消費量原単位

の割合は１／２とします。 

( )( ) ( )
自・単身非単身自・都市ガス自・単身非単身自・都市ガス自・都市ガス ／　　 RURUU ××+−×= 211 ,,

      

( )( ) ( )
自・単身非単身ガス自・自・単身非単身ガス自・ガス自・ ／　　 RURUU LPLPLP ××+−×= 211 ,,       

( )( ) ( )
自・単身非単身自・灯油自・単身非単身自・都市ガス自・灯油 ／　　 RURUU ××+−×= 211 ,,       

式 5.2-⑥  

 

記号 定義 

U 自・都市ガス,非単身 当該自治体の２人以上の世帯の１世帯当たりの都市ガス消費量 

U 自・LP ガス,非単身 当該自治体の２人以上の世帯の１世帯当たりの LP ガス消費量 

U 自・灯油,非単身 当該自治体の２人以上の世帯の１世帯当たりの灯油消費量 

U 自・都市ガス 当該自治体の総世帯の１世帯当たりの都市ガス消費量 

U 自・LP ガス 当該自治体の総世帯の１世帯当たりの LP ガス消費量 

U 自・灯油 当該自治体の総世帯の１世帯当たりの灯油消費量 

R 自・単身 当該自治体の単身世帯の割合 

 

 エネルギー種別エネルギー消費量の推計 3)

当該自治体のエネルギー消費量を推計します。都市ガス、LP ガス及び灯油は２）で算

出したエネルギー消費量原単位（世帯当たり）に当該自治体の世帯数を乗じてエネルギー

消費量を推計します。家庭用の電力販売量は、電力供給会社から入手します。 

　　　　　 自自・都市ガス自・都市ガス
NUE ×=    　　　　　 自ガス自・ガス自・

NUE LPLP ×=  

　　　　　 自自・灯油自・灯油 NUE ×=                式 5.2-⑦ 
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記号 定義 

U 自・都市ガス 当該自治体の総世帯の１世帯当たりの都市ガス消費量 

U 自・LP ガス 当該自治体の総世帯の１世帯当たりの LP ガス消費量 

U 自・灯油 当該自治体の総世帯の１世帯当たりの灯油消費量 

N 自 当該自治体の世帯数 

E 自・都市ガス 当該自治体の都市ガス消費量 

E 自・LP ガス 当該自治体の LP ガス消費量 

E 自・灯油 当該自治体の灯油消費量 

E 自・電力 当該自治体の電力販売量灯油消費量 

 

 家庭用都市ガス販売量の補正【任意】 4)

家庭用都市ガスの販売量が別途入手可能な場合には、３）で推計した都市ガスの消費量

を入手した販売量に置き換えます。 

自・都市ガス販売量自・都市ガス
　EE =                   式 5.2-⑧ 

  

記号 定義 

E 自・都市ガス 当該自治体の都市ガス消費量 

E 自・都市ガス販売量 当該自治体の都市ガス販売量 

 

 エネルギー消費量、ＣＯ２排出量の推計結果 5)

３）及び４）で推計したエネルギー種別消費量にエネルギー種別 CO2 排出係数を乗算し、

家庭用 CO2 排出量を推計します。 

 

∑ ×=
j

jj CEFEEM )( 自　自 　　　      式 5.2-⑨ 

 

記号 定義 

EM 自 当該自治体の家庭用 CO2 排出量 

CEFｊ エネルギー種別二酸化炭素排出係数 

ｊ エネルギー種別（家庭用は都市ガス、LP ガス、灯油、電力） 
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5.3 民生業務部門 

 用途別エネルギー種別エネルギー消費量の算出 1)

「全国の用途別エネルギー種別エネルギー消費量原単位（延床面積あたりのエネルギー消

費量）」に当該自治体の民間建物、公共建物の「用途別延床面積」を乗算することで当該自治

体の用途別エネルギー種別エネルギー消費量を算出します。 

ijiji SUE 自　全　自　 　　　　 ×= ,,  式 5.3-① 

 

記号 定義 

E 自 i , j 当該自治体の用途別エネルギー種別エネルギー消費量 

S 自 i  当該自治体の用途別延床面積 

U 全 i , j 全国の用途別エネルギー種別消費量原単位 

i 用途 

ｊ エネルギー種別 

 
 自自治体の公共施設のエネルギー消費量（事務事業編）の適用【任意】 2)

実行計画（事務事業編）で自自治体分の事務・事業分のエネルギー消費量の実績値を把握

している場合には、このうち事務分（市区町村立施設、一部事務組合立施設におけるエネル

ギー消費量）を１）で推計した市区町村分、一部事務組合分のエネルギー消費量に置き換え

ます。 
 
 電力、都市ガス販売量の補正【任意】 3)

電力、家庭用都市ガスの販売量が別途入手可能な場合には、１）で推計した電力、都市ガ

スの消費量を入手した販売量に置き換えます。ただし、２）で自自治体分のエネルギー消費

量の置き換えを行った場合には、電力販売量から地方公共団体分の電力消費量（都市ガス使

用量）の実績値を差し引いた上で、地方公共団体以外の設置者に販売量を按分し、置き換え

ます。 

 

 用途別 CO2排出量の推計 4)

 用途別エネルギー種別消費量にエネルギー種別 CO2 排出係数を乗算し、用途別 CO2 排出

量を推計します。 

 

∑ ×=
j

jjii CEFEEM )( ,, 　自自 　　　      式 5.3-② 

 

記号 定義 

EM 自 i 当該自治体の用途別 CO2 排出量 

E 自 i , j 当該自治体の用途別エネルギー種別エネルギー消費量 
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記号 定義 

CEFｊ エネルギー種別二酸化炭素排出係数 

i 用途 

ｊ エネルギー種別 
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6. 問い合わせ先 

環境省総合環境政策局環境計画課 

〒１００－８９７５ 

東京都千代田区霞が関１丁目２番２号 

電話 （０３）３５８１－３３５１（内線 6289） 
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